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第Ⅰ章 文献的考察 
 
Ⅰ－A 心の健康問題の現状と課題 
 
1) 心の健康問題の背景と現状 
 職域における心の健康問題を抱える人の増加が、社会的に大きな問題となっている。 
その背景として、1990 年代のバブル経済崩壊に端を発する産業構造の大きな変化が関与
しているといわれている。かつての、終身雇用、年功序列賃金、企業別組合、余裕のある職
場環境といった日本型雇用環境 1)から、経営者は株主の利益のためだけに奉仕するべきであ
るという株主至上主義のガバナンス、即戦力採用、実力主義といった欧米的な職場環境へと、
ここ 20 年間の間に実に急速な変化がおこった。（一部企業は現在に至るまでの間に、企業
は社会的公器であるというステイクホルダー型ガバナンスへとシフトしている 2)。）このよ
うな変化の中で、個々の業務量の増加、業務の複雑化、IT 化など、職場における業務負荷
が極めて大きくなっている。また IT 化も重なり、職員同士の対面コミュニケーションを取
る機会が減少していると言われている。さらに、業務の効率化、人件費削減を目的とした単
純作業の非正規化が急速に進められ、不本意な非正規化が若年層を中心として進んでいる
3)。このような中で、正規社員は高度で困難な業務を長時間課せられ、非正規社員は単純作
業を安価に、社会的に不安定な立場で続けさせられる状況が起こっている。 
このような急速な産業構造の変化により、労働者に強い負荷がかかり、心の健康問題の不
調につながっていると言われている 4,5)。 
以下では心の健康問題を社会、組織、個人の側面からそれぞれ論じる。 
 
 心の健康問題を社会的な側面からみると、患者数の増加や労災件数の増加などが表層化
し問題となっている。例えば、厚生労働省が行っている医療機関対象の患者調査では、気分
障害（うつ病を含む）の入院および外来患者数は 1999 年に 44.1 万人であったものが、2005
年に 92.4 万人、2011 年には 95.8 万人と増加の一途をたどっている 6)。また、業務上のス
トレスが原因で精神障害に罹患したと労災補償を請求した件数は 2013年度 1,409件で過去
最多、認定した件数も 436 件でこの 20 年間一貫して増加傾向を認めている 7)。 
このような状況は日本のみならず欧米でも問題となっており、アメリカでは 2002 年から
2007 年における気分障害患者数は 134%という高い水準で増加している 8,9)。フィンランド
では 2001年の労働者 3,151人を対象とした調査において 27.1%が軽度から重度の燃え尽き
症候群を呈しており 10)、イギリスでは 1990 年台の労働者を対象とした調査で 20～35%が
強いストレス状態におかれ、10%の労働者が精神障害を呈していた 11)。オランダでは傷病
手当金を受け取っている全労働者のうち 33%が心の健康問題によるものであり 12)、イギリ
スでは増加する傷病手当金の受給理由の大半が気分障害や不安障害であった 13)。 
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 心の健康問題を組織の側面からみると、組織において心の健康問題を抱える労働者が増
加していることや、実際に病気休業を取得する職員が増加していることなどが問題となっ
ている。社会経済生産性本部メンタル・ヘルス研究所が 2006 年に上場企業を対象に実施し
た調査において、心の健康問題を抱える労働者が増えたと回答した企業は 61.5%と 2002 年
の 48.9%から増加傾向を示しており 14)、労働政策研究・研修機構が 2012 年に実施した
14,000 の民間事業所を対象とした調査によると、「メンタルヘルスに問題を抱えた職員がい
る」と回答した企業は 56.7%であり、30 人未満の事業所では 52.3%、1,000 人以上の事業
所では 72.6%と事業規模が大きくなるほどメンタルヘルスに問題を抱えた職員が多く存在
しており、「メンタルヘルスの問題の状況が深刻化すると予想している」と回答した企業は
46.0%であり、30 人未満の事業所では 37.8%、1,000 人以上の事業所では 53.0%と、事業規
模が大きくなるほどメンタルヘルスの問題が深刻化すると考えていた 15)。また、2010 年に
労務行政研究所が全国の 3,917 の民間企業を対象に実施した調査ではメンタルヘルス不調
のために 1 か月以上欠勤あるいは休業している職員がいると回答した企業の割合は、1,000
人以上の規模で 97.5%、300 人以上の規模で 64.0%、300 人未満の規模で 32.2%であり、
100 人あたり 0.45 人が欠勤あるいは休業しており、事業規模が小さいほど従業員数に対す
る欠勤あるいは休業の割合は大きくなると報告されている 16)。 
 
 心の健康問題を個人の側面からみると、労働者が安心して働くことができなくなってい
ること、休業に至ってしまうことなどが問題となっている。厚生労働省が行っている労働者
健康状況調査では、不安を抱えていると回答した労働者は2002年の調査開始以降50%を超
える状況が続いており、2012年調査では60.9%と2007年調査の58.0%より増加していた17,1
8)。また、労働者100人あたり0.45人が欠勤あるいは休業に至っていると報告されている16)。
さらにはメンタルヘルス問題を原因として退職する者がいることも指摘されている19)。 
 
 このように心の健康問題は社会、組織、個人に対して非常に大きな影響を与えており、大
きな問題となっている。 
そして近年、このような心の健康問題については大きくプレゼンティイズムとアブセン
ティイズムの 2 つの側面にわけ論じられることが多い。 
プレゼンティイズムとは ACOEM（ the American College of Occupational and 
Environmental Medicine）により「Presenteeism is the health-related productivity loss 
while at paid work.」と定義されており 20)、日本では、山下らにより「疾病就業」と訳され
ており、「出勤している労働者の健康問題による労働遂行能力の低下であり、主観的に測定
が可能なもの」と定義されている 21)。 
アブセンティイズムは「疾病休業」と訳され、何らかの不調のせいで出社できず労務を提
供できないことを表している。 
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2)心の健康問題による社会、組織の損害と課題 
 心の健康問題により社会や組織が受ける損害として、プレゼンティイズムとアブセンテ
ィイズムについて詳述する。 
プレゼンティイズムとして労働者の生産性の低下が、アブセンティイズムとして長期休
業者の増加、それによる逸失利益が、それぞれあげられる 22-24)。プレゼンティイズムとし
て、2012 年の労働政策研究・研修機構の 14,000 の民間企業を対象とした調査で、64.9%の
企業が心の健康問題が企業の生産性の低下や重大事故の発生などの企業パフォーマンスに
影響を及ぼしていると回答している 15)。アブセンティイズムとして、2005 年時点で心の健
康問題による推定休業人口は 47.4 万人、推定逸失利益は年間約 1 兆円であると試算されて
いる 25)。さらに、2010 年の厚生労働省によると、自殺やうつによる社会的損失の推計額は
2009 年度で約 2.7 兆円、2010 年の GDP は自殺やうつ病がなくなった場合に推定で約 1.7
兆円引き上げられると報告している 26)。 
 日本ばかりではなく欧米でもこのような社会的な損失は大きく、2004 年に WHO の
global burden of disease における DALYs (Disability-Adjusted Life Year; 障害調整生存
年)では、日本、アメリカ、イギリスなどの高所得国において、うつ病が最も社会的・経済
的損失が大きい疾患であると報告した 27)。加えて、アメリカでは 2000 年に 831 億ドルが
うつ病に伴う支出であったと推計され 28)、オランダでは気分障害に伴う経済損失は、100 万
人の労働人口に対して年間 50 億ユーロであると推定され、一般就労者の経済損失の 85%は
生産性の低下に起因するものであるとされている 29)。そして、2030 年には全世界的にうつ
病が最も社会的・経済的損失が大きい疾患になると予想されている 27)。 
 
 このように心の健康問題が大きな問題となる中で、日本では、厚生労働省の社会保障審議
会医療部会が、2011 年に医療計画を見直し、従来のがん、脳卒中、急性心筋梗塞、糖尿病
の 4 大疾患に精神疾患を加え、5 大疾患とし、広範かつ継続的な医療を提供し、国民の精神
的健康の保持を図るべく取り組むことを決めた 30)。同様にイギリスにおいても精神疾患を
がん・心臓疾患にならぶ 3 大疾患の 1 つと位置づけ、国民の精神的な健康の増進に努めて
いる 31,32)。 
 
 
3)心の健康問題による個人の損害と課題 
 心の健康問題による個人の損害として、プレゼンティイズムとアブセンティイズムにつ
いて詳述する。 
 
 精神疾患によるプレゼンティイズムでは、職場における生産性が低下することや重大事
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故につながることが問題とされており 33-36)、精神疾患に伴う認知機能の低下との関連が示
唆されている 36)。うつ病に罹患している労働者 286名を対象としてWLQ（Work Limitation 
Questionnaire）を評価した 18 か月の調査では、「時間管理」「身体活動」「集中力＋対人関
係」「仕事の結果」のいずれにおいても、健康な労働者と比較して有意に劣っていたと報告
されている 36)。 
 
一方、精神疾患によるアブセンティイズムでは、身体疾患と比較し 3 つのことが大きな
問題であるとされている。休業が長期にわたること、復職が困難であること、再休業が多い
ことである。 
 休業が長期にわたることについてはこれまでにも多く報告されており、製造業 389 事業
場を対象とした調査では、心の健康問題による休業の平均期間は 5.2 か月であり 25)、休業
中のうつ病患者 27 名を対象とした調査では、休業期間平均は 151.8 日であると報告されて
いる 37)。4,134 名の 20 歳以上の一般住民を対象とした調査において、DSM-IV 大うつ病性
障害では過去 12 か月間に平均 22.1 日仕事のできない日があり、慢性の身体疾患の平均 5.3
日の 4 倍であることと報告されており 38)、身体疾患と比較し精神疾患は休業がより長期に
わたることが指摘されている。 
 また、心の健康問題による復職が困難であるのは精神疾患の寛解と職場復帰できる体調
が異なるためであると考えられている。精神疾患が寛解しても業務遂行能力の低下は残存
するという報告や 36,39)、絶対休養期を過ぎてから活動回復期を経て職場復帰まで平均 91.4
日かかったという報告もあり 37)、職場復帰できる体調になることは病気の寛解と同義では
なく、寛解から直ちに職場復帰することは適切でないと考えられている。また、復職が困難
になることは休業期間とも関連があると考えられている。傷病手当金を 6 か月以上受給し
ていた労働者のうち、その後 5 年以内に職場復帰できたのはわずか 20%であったと報告さ
れている 13)。心の健康問題による休業は長期化する特徴を有しているが、休業の長期化が
職場復帰を困難とさせ、経済状況の悪化、社会的孤立、労働社会からの脱落などをもたらす
と指摘されている 13)。また、長期休業中に通勤や業務を遂行するために必要な体力や作業
能力などの業務遂行能力が低下することが知られている 34-36)。 
 そして、近年特に問題となっているのが心の健康問題で休業を繰り返す事例が多いこと
があげられる 40)。3,917 の民間企業を対象にした調査では、過去に心の健康問題で休業した
労働者のうち、完全に職場復帰できたものが「半分程度」であったと報告する企業が最も多
かったと報告されている 16)。さらに、製造業 17 事業場を対象とした調査においてうつ病で
休業した 60 名の労働者の中で 45%が職場復帰後 4 年以内に再休業していた 41)。再休業が
多い原因として、本人の回復状況の自己評価と客観的な評価に乖離があり、休業者が復職を
焦るあまり職場復帰できる体調でないにも関わらず復職をしてしまうことが多いことも考
えられている 25)。職場復帰時に業務遂行能力が完全に改善していないことが多いという報
告もある 42)。 
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4) 職場復帰における課題 
 前述したように心の健康問題の中でも特に問題となっているのが、アブセンティイズム、
特に職場復帰に関する問題である。精神疾患の寛解が即ち職場復帰ではないこと、精神疾患
が寛解するばかりではなく、一定以上の職務遂行能力が確保されたうえで職場復帰するこ
とが重要であることについては既に述べた。しかし、この一定以上の職務遂行能力が確保さ
れたことを確認することが困難であることが議論されてきている。 
 患者の病状を最もよく理解していると考えられるのは主治医である精神科医であるが、
主治医である精神科医が一定以上の職務遂行能力が確保されていることを事業場に対して
担保することは困難である。これまでに本人や家族が症状の変動が顕著で再休業のリスク
がある不安定な回復期に、躁的防衛から時期尚早な復職を希望することが多いことが報告
されており 43,44)、加えて、精神科医は復職可能の診断書を作成する際に、患者の病状のみな
らず本人や家族の希望に沿うことが多い 45)、まだ療養が必要だと感じながらも本人や家族
の強い希望により復職可能の診断を下すことが多い 45)、85.8%の精神科医・心療内科医が主
治医の判断が患者の意向に沿う傾向があり患者に甘くなる 46)、と報告されている。このよ
うな背景もあり、厚生労働省による「心の健康問題により休業した労働者の職場復帰支援」
においても、主治医の診断書について、「主治医による診断書の内容は、病状の回復程度に
よって職場復帰の可能性を判断していることが多く、それはただちに職場で求められる業
務遂行能力まで回復しているか否かの判断とは限らないことにも留意すべきである。また、
労働者や家族の希望が含まれている場合もある」と言及されている 47)。つきつめるとこれ
は、精神科医は患者と医療契約を結ぶことで責任を負う 48,49)が、事業場とは直接の契約関
係がない 50)ためであるといえる。このような契約関係もあり、このような契約関係にある
精神科医の診断のみを根拠にして職場復帰を進めることは勧められていない。 
 そのため、各事業場の責任において一定以上の職務遂行能力が確保されていることを確
認することが求められている 42,51)。特に秋山らによれば、職場復帰の可否の判断をする際
に、精神症状が寛解している、予想される作業を行う能力がある、予想される作業に従事し
ても精神症状が再燃しない、職場の就業規則を順守できる、ことを評価し、客観的かつ妥当
的な根拠に基づき判断するべきであるとしている 52)。これまでに客観的に病状や作業能力
を評価することで職場復帰の可否判断の精度を高められる 53)と指摘されているものの、こ
れまでの評価尺度のほとんどが評価者や患者が主観的に評価する尺度である 52,54-56)といっ
た問題が残っている。 
 
このように職場復帰の可否の判断を行う際には、休業者を評価することが重要であると
言われているにもかかわらず、産業保健スタッフと人事労務担当者 543 名を対象とした調
査で」は、主治医の診断書を最も尊重すると 68.6%が回答しており 57)、多くの事業場では
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主治医の復職可能という診断書のみで復職が決定していると報告されている 58)。これは特
に小規模の事業場を中心として専門知識を有するスタッフが雇用されておらず、主治医の
診断書に頼らざるを得ないためであると考えられている 59)。このように主治医の診断書に
頼らざるを得ない状況がある一方で、62.6%の産業保健スタッフと人事労務担当者は、主治
医診断書の客観性は乏しく、内容が曖昧であると回答している 57)。 
 今後、休業者の職場復帰に際しては、各事業場の責任の下に一定以上の職務遂行能力が確
保されていることの確認を、診断書のみではなく、客観的評価を用いながら進められるよう
になることが求められている。 
 
 
Ⅰ－B 心の健康問題に対する対策 
 
1) 心の健康問題に対する社会、組織の対策 
 このような現状もあり、心の健康問題の対策を実施している企業の割合は増加し、2010
年の調査では 86.5%であり、2005 年の 68.0%と比較し、より多くの企業が対策を行ってい
る。特に 300 人未満の規模においてその傾向は顕著である 16)。しかし、いまだ 100%には
達しておらず、これからのより一層の対応強化が期待されている。 
 
 プレゼンティイズムに対する社会や組織において期待されている対策として、健康いき
いき職場づくりや健康経営などが注目されている。健康いきいき職場づくりとは、職場のメ
ンタルヘルス不調者を出さないための新しい枠組みとして、いきいきした労働者、および一
体感のある職場づくりによって不調を予防し、組織の生産性向上を目指すものである 60)。
また、健康経営とは、社員の健康を組織の重要な経営資源であると捉え、健康づくりの基盤
構築、社員への情報発信、健康づくりの推進、健康づくりの効果検証・改善活動などを、コ
ミュニケーションをとりながら行うことである 61)。これらは近年考え出された概念であり、
まだ十分な知見が得られておらず、今後さらなる知見が得られることが期待されている。 
 
 一方でアブセンティイズムについては、特に職場復帰に対する対策として、2004 年に厚
生労働省から、心の健康問題により休業した労働者の職場復帰支援のための事業場向けマ
ニュアル「心の健康問題により休業した労働者の職場復帰支援の手引き」（以下、「手引き」）
が示された 47)。2009 年には内容の改訂が行われている 51)。 
 
 本「手引き」では、休業開始から職場復帰後のフォローアップまでの職場復帰支援の流れ
を以下の 5 つのステップに分け示している。 
・第 1 ステップ 病気休業開始及び休業中のケア 
・第 2 ステップ 主治医による職場復帰可能の判断 
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・第 3 ステップ 職場復帰の可否の判断及び職場復帰支援プランの作成 
・第 4 ステップ 最終的な職場復帰の決定 
・第 5 ステップ 職場復帰後のフォローアップ 
 以下、これらステップを 1 ステップずつ概説する。 
・第 1 ステップ 病気休業開始及び休業中のケア 
 労働者から管理監督者に主治医による診断書が提出され、休業が始まってから、復職可能
と診断されるまでの休業期間中のステップである。第 1 ステップでは労働者が病気休業期
間中に安心して療養に専念できるよう、傷病手当金や最長休業期間などの必要な項目につ
いて情報提供を行うように示されている。 
・第 2 ステップ 主治医による職場復帰可能の判断 
 主治医による職場復帰可能の判断が下されてから、休業中の労働者から事業主に対し、職
場復帰の意思が伝えられるまでのステップである。第 2 ステップにおいて注意すべきこと
として、主治医の職場復帰の診断が患者よりとなることがあり「必ずしも職場で求められて
いる業務遂行能力まで回復しているとの判断とは限らない」ことが示されている。そのため、
復職の判断の際には主治医の復職可否の判断のみに依存せず、次の第 3 ステップにつなが
るための「産業医等が職場で必要とされる業務遂行能力の内容等について精査する」ことが
重要であるとされている。 
・第 3 ステップ 職場復帰の可否の判断及び職場復帰支援プランの作成 
 職場復帰のための必要な情報の収集と評価を行うところから職場復帰の可否についての
判断、職場復帰支援プランの作成までのステップである。第 3 ステップでは、職場復帰を支
援するための具体的プラン（職場復帰支援プラン）を作成する際に、事業場内産業保健スタ
ッフ等を中心に、管理監督者、休業中の労働者の間でよく連携し、職場復帰日、管理監督者
による就業上の配慮、人事労務管理上の対応等、産業医等による医学的見地からみた意見、
フォローアップ等について準備することが重要であるとしている。 
 職場復帰の可否の判断基準として、通勤時間帯に一人で安全に通勤ができる、作業による
疲労が翌日までに十分回復する、業務遂行に必要な注意力・集中力が回復しているなど、具
体的に示されている。 
 また、第 4 ステップに移る前に、労働者の不安を和らげ復帰の準備を適切に行うために、
社内制度として試し出勤制度等を設けることが勧められている。例えば、勤務時間と同様の
時間帯にデイケアなどで模擬的な軽作業を行う模擬出勤、自宅から勤務職場の近くまで通
勤経路で移動し、職場付近で一定時間すごしたのちに帰宅する通勤訓練、職場復帰の判断等
を目的として、本来の職場などに試験的に一定期間継続して出勤する試し出勤などである。 
・第 4 ステップ 最終的な職場復帰の決定 
 第 3 ステップを踏まえて、事業者による最終的な職場復帰の決定を行うステップである。
第 4 ステップでは、労働者の状態の最終確認、産業医による就業上の配慮等に関する意見
書の作成、事業者による最終的な職場復帰の決定などについて行う。 
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・第 5 ステップ 職場復帰後のフォローアップ 
 職場復帰後に、管理監督者による観察と支援、事業場内産業保健スタッフ等によるフォロ
ーアップを行うステップである。 
 
一方、長期的な再発予防、再休業予防の観点からみると、職場復帰支援制度が整備されて
いる企業に勤務する、心の健康問題から復職した 24 例を対象とした調査において、復職後
1 年以内に 4 例が再休業、5 例が退職したと報告されている 62)。長期的な再発予防、再休業
予防という点については、職場復帰支援制度の有効性は十分ではないといえ、再発予防、再
休業予防に対する新しい取り組みの必要性が高まってきている 4)。 
近年、このような長期的な再発予防、再休業予防については、職場における制度整備や復
職後の配慮といった視点だけではなく、復職前に休業者のストレス対処力をあげることな
どが再発予防などに寄与すると言われている 63,64)。事業場外資源として後述する『リワー
クプログラム』の有効性について言及されることが多く、その有効性が多く示されている 65)。
そのため今日では、事業場で実際に復職の可否を判断する人事労務担当者や事業場内資源
としての産業保健スタッフなどはリワークプログラムなどの事業場外資源に精通している
ことが求められている。（事業場外資源とは、事業場の外に存在する利用できる資源であり、
病院などが該当する。それに対して事業場内資源とは事業場内に存在する利用できる資源
であり産業医や保健師などが該当する。） 
  
 
2) 心の健康問題に対する個人の対策 
 プレゼンティイズムの問題は前述したため割愛し、特にアブセンティイズムの職場復帰、
再休業予防について述べる。 
 
職場復帰の際に重要視される点として、主治医の診断を得ること、事業場の管理監督者や
産業保健スタッフとの連携をとることのみならず、休業者の体調が一定程度回復している
こともあわせて重要である。具体的には、病状が寛解していること、認知機能が回復してい
ること、身体機能が回復していることであると言われている 66)。 
特に長期休業からの職場復帰にあたっては、休業者自らが症状の改善に伴って外出や運
動を可能な範囲で行い、日常の生活の負荷を高め復職に向けて準備を行うことが望ましい
と言われている 67)。しかし、先に述べた 3 つの病状の寛解、認知機能の回復、身体機能の
回復にあわせて考えると、例えば病状の寛解については主治医と相談することで必要十分
であり、身体機能の回復については日々ウォーキングなどを行うことで一定程度の回復は
見込まれるものの、認知機能の回復については日常生活が送れるだけでは十分に改善され
えない問題がある 68-70)。そのため、休業中の労働者が自主的なリハビリテーションで復職
に向けた準備を完全に進めることは困難であり、何らかの制度を活用することが望ましい。
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例えば、これら 3 つの回復を期待してリワークプログラムへ参加することが望ましい 51)。 
 職場復帰後の再休業を予防するためには、職場復帰の際に重要であった病状の寛解、認知
機能、身体機能の回復に加えてストレス対処力が向上していることが重要であると言われ
ている。これら、病状、ストレス対処力、認知機能、身体機能などは、復職準備性と呼ばれ
66)、復職に際してはこの復職準備性を高めることが再休業予防に寄与する。69)。 
そして、この復職準備性を高めるために、休業者は復職前に事業場外資源を活用する、例
えばリワークプログラムに参加する、ことが望ましいとされている 51)。 
 
 
Ⅰ－C リワークプログラムの有効性と限界 
 
1) リワークプログラムとは何か 
リワークプログラムとは、復職準備性の向上をはかる、再燃予防に向けた対処を考える、
職場復帰の可能性を客観的に評価する、ことを目的として行われるプログラムであり4)、形
式としては集団プログラムに通所する形式で行われ71)、期間は数か月にわたることが一般
的である。多くは診療所や病院でデイケア、ショートケア、作業療法、通院集団精神療法な
どの形で実施される72-75)が、障害者職業センター76,77)、精神保健福祉センター58,78)でも実施
されている。このリワークプログラムの始まりは1997年に秋山が医療機関において作業療
法の枠組みで始めた復職支援プログラム（Rework Assist program: RAP）であると言わ
れている79)。 
2008 年には、リワークに関する研究活動や啓発活動を目的として「うつ病リワーク研究
会」が設立されている 80,81)。2014 年 4 月の時点で、うつ病リワーク研究会に登録されてい
るリワークプログラム実施施設は 146 施設まで増加している 82)。 
 
 
2) リワークプログラムの対象、目的 
リワークプログラムの対象は外来治療において薬物療法などによって症状が十分に改善
され、規則的で安定した日常生活が送れている患者である 75)。またリワークプログラム参
加においては、多くの施設で参加のための基準を設けており 83)、リワークプログラムの終
了においては各事業場の復職判定基準に準ずることが一般的であるが、参加機関や出席率
等の独自基準を定める施設も存在する 65,84)。 
 
リワークプログラムの目的は①職場復帰の準備性を高める、②再燃予防に向けた対処を
考える、③職場復帰の可能性を客観的に評価する、があげられている 4)。これら 3 つについ
て下記で詳述する。 
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①職場復帰の準備性を高める、②再燃予防に向けた対処を考える 
再燃予防、すなわち再休業予防のためには復職準備性の向上、すなわち病状の寛解、身体
機能の向上、認知機能の向上、ストレス対処力の向上、が必要であることを先に述べた。 
リワークプログラムではこの復職準備性を向上させるために、集団プログラムや個人プ
ログラムなどを用意している。プログラムの詳細は後述するが、例えば、集団で行うミーテ
ィングやレクリエーションなどでは、集団での対人交流を増やし他人の話を聞く練習、自分
の考えを伝える練習、集団で過ごすことに慣れる練習を行い 71)、講義形式の心理教育や認
知行動療法を利用したプログラムでは、病気に対する自己理解やストレス対処力の向上を
行う 71)。また、参加者たちは境遇の似た仲間とのかかわりの中で、問題解決のための情報
交換を行い、個人が抱える悩みを共有し解決することで心理的な支えを得ている 85)。これ
らの体験が復職準備性を向上させ、再休業を予防すると考えられている。 
 
③職場復帰の可能性を客観的に評価する 
 職場復帰の可能性を評価するというのは、職場復帰が可能な体調であるか、再休業のおそ
れは低いか、ということを評価することである。すなわち復職準備性を客観的に評価するス
テップである。 
 ここでは外来診療のように休業者に対する聞き取りにより得られる情報のみで判断する
71)のではなく、実際に作業に取り組む姿を評価者が日々観察することで、復職準備性の評価
を行う。聞き取りだけで不十分なのは、休業者は復職への焦りから実際の状態よりも改善を
強調することがあるためである 43,44)。 
 復職準備性の客観的な評価としては具体的に、プログラムへの参加状況、疾病や治療の必
要性への理解度、病状の回復度合い、他者との交流度合い、復職準備性についての理解、な
どである。 
この復職準備性の客観的な評価を主治医や産業医などと共有することは復職可能の判断
を下す際の重要な補助情報になりうることが指摘されており 85)、既に多くの施設で書面や
面談などによる情報共有が行われている 65)。 
 ただし、客観的な評価といいつつも、一部は評価者の主観的な部分に頼っており、今後は
より客観的な評価方法の開発が求められている。 
 
 
3) リワークプログラムの内容 
 プログラム内容は現在機関により様々であり定型化された形は存在しないが、多くの施
設で共通する部分も多い。これまでにうつ病リワーク研究会が中心となり標準化を進めて
いる 65,83)。 
リワークの運営経験が多い施設を対象とした調査 86)では、以下のように結論付けられて
いる。プログラムは、「症状自己管理」「自己洞察」「コミュニケーション」「集中力」「モチ
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ベーション」「感情表現」「リラクゼーション」「基礎体力」を目的として行われ、「集団プロ
グラム」「個人プログラム」「心理プログラム」「教育プログラム」「その他」の形で行われる。
また、プログラムの実施においては「集団で実施」「対象を限定」「リハビリテーションの要
素」「心理社会療法」が重要な要素である。スタッフは医師や臨床心理士など多職種で構成
される。 
 利用日数は、体力や認知機能に不安のある参加初期では 2~3 日/週から開始し、徐々に利
用日数を増やし、最終的にはフルタイムでの勤務を目指すために 4~5 日/週を目指すことが
一般的である。 
 プログラム内容はパソコンや読書などの個人作業、ディスカッションやプレゼンテーシ
ョンなどの集団作業、ウォーキングや卓球などの運動、集団認知療法、疾病教育などが行わ
れる 72-77)。その際リワークプログラム参加者たちは集中力、発想力、柔軟性、問題解決能力
などの作業能力が低下しているため、全員が全く同じプログラムを行うのではなく、体調に
合わせた多様な課題を遂行することで作業能力の改善を図る 72,74)。うつ病患者 22 名を対象
とした認知機能検査を評価した研究では、リワークプログラムの参加前後において認知機
能の改善が認められている 87)。 
 
 
4) リワークプログラムの有効性 
 リワークプログラムの有効性は、復職準備性の向上、職場復帰の可否、再休業予防、の 3
点から評価できる。 
 
 復職準備性の向上については病状の寛解、身体機能の向上、認知機能の向上、ストレス対
処力の向上のそれぞれについて報告が存在する。 
 病状の寛解として、抑うつ症状の改善についての報告があり、評価指標として BDI-II
（Beck Depression Inventory-II）88)、HAM-D（Hamilton Rating Scale for Depression）
89)、CES-D（Center for Epidemiologic Studies Depression Scale）90,91)についての報告が
ある。単極性うつ病患者を対象としたプログラムの前後比較研究では BDI-II の有意な改善、
HAM-D の低下傾向が示されている 92)。同様に単極性うつ病患者を対象としたプログラム
の前後比較研究において CES-D の有意な改善が示されている 93)。 
 身体機能の向上として、うつ病患者を対象としてリワークに参加することで身体活動が
向上したという報告がある 94)。 
 認知機能の向上として、Wisconsin Card Sorting Test、Trail Making Test、Stroop 
Test95,96)、三宅式記銘力検査 97)などに関する報告があり、単極性うつ病患者を対象とした
プログラムの前後比較において、これら認知機能が改善としたという報告がある 93)。 
 ストレス対処力の向上として、ストレス対処力を示す SOC98)が集団プログラム参加者を
対象とした前後比較研究において有意に向上したという報告がある 99,100)。 
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 職場復帰の可否については、精神疾患による休業者を対象としたプログラムでプログラ
ム終了後に復職判定を申請した 44 名中 28 名の 64%の復職が認められたという報告 101)、
単極性うつ病患者を対象としたプログラムでプログラム終了した 22 名中 16 名の 72.7%の
復職が認められたという報告 92)、企業の復職判定によりプログラム終了の成否を行ってい
る施設においては 77.2%が終了したという報告 102)がある。リワークプログラムは職場復帰
に対する有効性が示されている。 
 
 再休業予防については、復職支援プログラム利用者の復職 1 年後の就労継続率は 82%で
あり、就労継続の影響を与える有意な因子であったという報告 101)、復職 1 年後の就労継続
率は 77.5%であり、長期の休業期間が再休業のリスク因子であったという報告 102)、リワー
ク利用者と非利用者を比較したところリワーク利用者の就労継続率が良好であったという
報告 103)がある。 
 
 このように、これまでにリワークプログラムの有効性について報告されており、その有効
性が示唆されている。 
 
 
5) リワークプログラムの限界 
 リワークプログラムは主に医療機関において実施されており、精神科デイケアや精神科
ショートケア、精神科デイナイトケアとして実施されている施設が多く 65)、診療報酬化し
て実施されている。そのため医療スタッフが必須であり、医師、臨床心理士、看護師、精神
保健福祉士など資格を持った専門職平均 5.5 人によって構成される医療チームが構成され
ていることが一般的である。 
 また、リワークプログラムの効果を最大限確保するために、プログラム参加者が制限され
ていることも少なくなく、DSM-IV-TR における気分障害圏のみを対象としている施設も多
い 65,85,104)。101 の医療機関、リワーク参加者 1,380 名を対象として行った調査では気分障
害圏が 78.4%を占めていた 65)。 
 このようにリワークプログラムを行うにあたっては専門の医療チームを構成する必要が
あることや、リワークプログラムを行っても効果の最大化を目的とした結果対象疾患が絞
られてしまい一定数の患者はリワークプログラムを利用できない問題がある。また現在リ
ワークプログラムを行っている医療機関も都市部に偏在している問題もあり 105)今後医療機
関以外における復職準備性の向上のためのプログラムを検討していく必要があると考えら
れた。 
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Ⅰ－D 新しい事業場外資源としてのソーシャルファームの可能性 
 
1) ソーシャルファームとは何か 
 ソーシャルファーム（Social Firm）とは精神疾患や障害を持っている者などの就労にお
いて何らかの助けを要するいわゆる社会的弱者を多く雇用している企業であり、社会的な
課題に取り組む社会的企業（Social Enterprise）の一種であると言われている。しかし日本
では Social Firm が社会的企業とも訳されることも多く、時に区別されず議論されることも
ある。本章では Social Firm と Social Enterprise は区別して議論することとし、Social Firm
はソーシャルファーム、Social Enterprise は社会的企業とした。まず社会的企業について
述べ、その後ソーシャルファームについて詳述する。 
 
社会的企業とは、社会的な課題にビジネス手法で取り組む企業であり、奉仕活動であるボ
ランティア活動やチャリティ活動とはその手法という点で全く異なっている。しかし、社会
的企業の定義はいまだ正確には定まっていない 106)。それは、社会的企業という組織形態が
あるわけではなく、社会的な課題に取り組む主体が、商業化を目的とした営利企業もあれば、
商業化を目的としない非営利企業も存在するため、その組織形態を的確に表すことが困難
であるためである。Porter らは営利企業も社会的価値の創造と経済的価値の創造を同時に
追求することが可能であり、企業が社会状態の改善にかかわることが企業の競争力の源泉
となりうると指摘している 107)。それは、企業本来の目的が経済的価値と社会的価値を同時
に追求する“Shared Value”（共通価値）の創造にあるためである 107)。すなわち、社会的
企業というのが、組織形態を表現する概念であるというよりも、むしろ組織の機能の特徴を
表現するコンセプトとして使われているのである 106)。 
そのため、社会的企業という概念は、一般的には社会課題の解決にビジネス手法を通じて
取り組む組織の“総称”として普及している 106)。そこで鈴木は、谷本や経済産業省の定義
をもとに、以下の 3 つの要件を提示し、それら 3 つの要件を満たす取り組みを行っている
企業を社会的企業であると定義した 108)。具体的には、それら現在解決が求められる社会的
課題に取り組むことを事業活動のミッションとする「社会性」、ミッションをビジネスの形
に表し、継続的に事業活動を進めていくことである「事業性」、新しい社会的商品・サービ
スや、それを提供するための仕組みを開発したり、活用することである「革新性」の 3 つで
ある。 
一方、社会的企業についての取り組みが最も進んでいる国の 1 つであると考えられてい
るイギリスでは、社会的企業が大きな経済的、社会的役割を果たしていると言われており、
社会的企業のことを「組織の主目的が社会的なものであり、株主やオーナーの利益を最大化
するという動機に基づき経営されるのではなく、利益を事業または地域に再投資する企業」
と Cabinet Office により定義されている 109)。現在イギリスには 70,000 を超える社会的企
業が存在し、100 万人の雇用を創出していると言われている 110,111)。イギリスにおける一般
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的な組織形態としては、もっとも一般的である保証有限責任会社（Company limited by 
guarantee：CLG）をはじめとして、株式会社（Company limited by shares：CLS）、産業・
共済組合（Industrial and provident society：IPS）、コミュニティ利益会社（Community 
interest company：CIC）の 4 種類があげられている 112)。 
日本においては、社会的企業も少しずつではあるが注目をあびるようになり、2009 年に
は国民の関心を高めることを目的として経済産業省が「ソーシャルビジネス 55 選」を実施
し、社会的企業の事例集として 55 の事業者の選定を行っている 113)。日本ではまだ社会的
企業では一般的ではなく、事業者数は 8,000 程度、事業規模も 2,400 億円程度であると推
定されており 114)、英国の 70,000 事業所、185 億ポンド（約 3 兆 2,000 億円）110,111)と比較
すると、その市場規模は小さい。今後、日本における社会的企業の認知度があがり、一層積
極的に行われることが望ましいと言える。 
 このような社会的企業の中で、社会的な課題として「障害者雇用」に主眼をおいた企業が
ソーシャルファームである。 
 
ソーシャルファームの起源は 1970 年代の北イタリアのトリエステであると言われてい
る 115)。 
イタリアにおける地域精神保健医療システムは石川らに詳しい 116)が、以下に概説する。 
イタリアでは 1904 年に「精神病院および精神障害者に関する規定ならびに規則」が制定
され、精神障害者は社会に対する危険な存在であるとみなされた。強制入院と隔離が行われ、
一度入院となると選挙権をはじめとする様々な権利が剥奪される状況が 60年以上続いてい
た。その後、脱施設化運動や患者の退院促進などの考え方の普及もあり、1968 年には任意
入院を認める法改正がなされ、1974 年にはトリエステ県パルコラ地区に 24 時間開設の精
神保健センターを開設することとあわせて大規模な退院支援が始まった。その結果、同セン
ターでは 810 名いた入院患者が 1977 年には 570 名まで減少している。その後 1978 年には
バザーリア法（「自発的および強制的な病状確認と保健医療処置」）が可決され、治療は患者
の自発性と任意性によるものであると明文化され、精神科病院において新規入院患者を受
け付けず、地域で生活できるように支援する方向へとイタリア全体が変化した。そして、
1999 年にはイタリアから精神科病院の完全廃止が宣言された。 
ところで、1974 年の退院支援が強く推し進められた結果、精神病院が解体され、入院患
者が退院して地域で生活するようになっていた。その結果、多くの退院者たちは、そればか
りでなく病院の職員たちも、就職先が見つけられない状態が続いた。そこで、退院者と病院
職員がともに就職先を確保するために自分たち自身の雇用を創り出したことがソーシャル
ファームの始まりであり、世界で最初のソーシャルファームであると言われている 115)。 
 その後、社会的企業の全世界的な広がりに合わせて、ソーシャルファームの法的な整備が
欧州を中心に進み、イタリアが 1991 年に、以後ギリシャが 1991 年、ドイツが 2000 年、
リトアニア・フィンランドが 2004 年に、ポーランドが 2006 年に法律を制定している 117)。
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例えばイタリアではソーシャルファームは社会的協同組合などとして定義されており、フ
ィンランドでは 30%が障害者又は長期失業者で構成されていることと定義されている。こ
れ以外の国でもソーシャルファームより広い概念である WISE（Work Integration Social 
Enterprises, 労働統合型企業）に関する法律などが存在しソーシャルファームが受けられ
る法的サポートが存在する 117)。 
ソーシャルファームの企業数はイタリアで 2600 社以上、ドイツでは 700 社以上、英国で
は 180 社以上といわれている 117)。 
 このようにソーシャルファームは現在では、社会的な目的を実現するための企業である
と欧州を中心に広く知られている。ソーシャルファームの定義について、欧州のソーシャル
ファームネットワーク Social Firms Europe: CEFEC は以下のように定義している 118)。 
・ 障害のある人々や労働市場において不利がある人々を雇用するためのビジネスである 
・ マーケット指向の商品・サービスを用いて社会的使命を追求するためのビジネスであ
る（収入の 50%以上は商取引によるものでなければならない） 
・ 従業員の多く(30%以上)は、障害のある人々又は労働市場において不利のある人々で
構成される 
・ あらゆる労働者は、潜在的な生産能力にかかわらず、働きに見合った市場相場の給
与・賃金を支払われる 
・ 仕事の機会は不利のある従業員と不利のない従業員の間で等しくなければならない 
・ そしてすべての従業員が、同等の雇用上の権利と義務を持つ 
 
 
2) 日本におけるソーシャルファーム 
欧米においてはこのような歴史的背景から、様々な法律などをもとにソーシャルファー
ムが活躍できる土壌が整っている。一方日本では、欧州のように法的な整備が整っていない。
そのために就労継続支援 A 型・B 型事業所、特例子会社などとして存在し支援を得る企業
も多い 117,119)。例えば就労継続支援事業所とは、障害者総合支援法を根拠とする施設であり、
A 型では雇用契約を結ぶが、B 型は結ばない点で異なる 120)。本論文では、日本におけるこ
のようなソーシャルファームを“日本型ソーシャルファーム”と呼ぶ。 
現在、ソーシャルファームジャパンに登録している日本型ソーシャルファームは 17 存在
する 121)。例えば滋賀県にあるがんばカンパニー122)では焼き菓子製造を主な業務としてお
り、従業員 71 名中 48 名が障害者である。障害福祉サービスと就労継続支援 A 型を活用し
ながら事業を継続しているソーシャルファームである。また、埼玉県にあるたんぽぽ 123)で
は農業分野のソーシャルファームを行っている。4名の精神障害者、1名の高次機能障害者、
1 名のひきこもりが雇用されている。他には、酪農やリサイクル、カフェ経営、デザイン制
作などの業種が存在している。 
中でも、農業は日本型ソーシャルファームにおいて有望分野の一つとして注目されてお
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り 117)、かつ就労支援の分野においても注目されている 124)。数少ない日本型ソーシャルフ
ァーム研究の中で、平井による農作業を活用した就労支援策が報告されている 124)。報告で
は農作業を活用することのメリットが述べられており、①体力面②業務内容面③所要人数
単位を、利用者の能力やその日の体調などにあわせて調節することが可能であることが大
きなメリットであるとしている。加えて、時にはマイペースで作業を行うことができる、失
敗してもやり直しがきく、成功体験を積みやすいことなどが、大きなメリットであると述べ
られており、さらに土をいじることがセラピー効果を生むと言及している。また、週に 3 回
の農作業を作業療法として休職者を対象に実施した研究では、農業が「真に意味のある作業」
となり、再度働く意欲の獲得につながったと報告されている 125)。このように、これまでに
農業は多くの有用性があり、リハビリテーションとして有用であることが示唆されている。 
 
 
3) 従来のソーシャルファーム研究 
 現在のところ、日本におけるソーシャルファーム研究はほとんど進んでおらず、海外の文
献に散見するのみである。 
障害者のリハビリを対象とした社会的企業で就労を行った者を追跡した Savio らによる
研究では、追跡できた 67%の者のうち 26%がより良い職あるいは自分に合った専門技能を
みつけたと報告している 126)。Jackson らは、社会的企業に就労（あるいはトレーニング）
している精神障害者 37 名は就労（あるいはトレーニング）することで、有意に救急外来受
診率が低下し、救急車要請回数が減り、受診回数が減ることを報告した 127)。また Tan は 25
人の精神障害者を対象とし、社会的企業であるカフェにおいて 20 か月のトレーニングを行
ったところ、競争的な企業において平均 44 週間の就労の継続に成功していると報告してい
る 128)。 
Rose らによるシステマチックレビューによれば、就労時にサポートされていることの方
が就労前にトレーニングすることに比べてより有効であるとしている 129)。これは、就労前
のトレーニングでは就労そのもののトレーニングができないため、就労後に困難が出現す
るものと考えられた。また、ソーシャルファームとは直接の関係はないが、Hutchinson ら
は 66 人の精神障害者を対象として 5 週間 60 時間のトレーニングを行った結果、その後
89%の者が 12 か月間勤務を継続することができたと報告しており 130)、精神障害者に対す
るトレーニングが有効であることを示唆している。 
 このように少しずつではあるが、ソーシャルファームにおける有効性は海外を中心に確
立されつつある。日本におけるリワークと類似する部分もあり、事業場外資源としての可能
性が検討されるものと考えられる。 
 
 
4) リワークとの相違 
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 対象、目的、方法について検討を行う。 
 まず対象であるが、むしろこの点ではソーシャルファームの方が広く集めることができ
ると考えられる。先に述べたとおり、リワークでは対象の疾患を絞ることが一般的に認めら
れているが 65,85,104)、ソーシャルファームは対象を絞ることなく実施が可能であり、大きな
利点であると考えられる。 
 リワークの目的は①復職準備性の向上、②再燃予防に向けた対処を考える、③職場復帰の
可能性を客観的に評価する、があげられている 4)が、ソーシャルファームにおける目的も変
わらない。但し、評価方法が大きく異なり、リワークでは精神疾患に関する専門家が評価を
行うことが可能であるが、ソーシャルファームでは評価者が一般職であり、この点は欠点と
なると考えられる。 
 方法は大きく異なる。リワークでは医療機関において一定の枠組みの中で専門家ととも
に行われることになるが、ソーシャルファームにおけるトレーニングでは、一般的な労働環
境のもとにトレーニングを行うことになる。この点は、就労に近い形でトレーニングを行い
ながら、適切な配慮を受けることができるため利点となると考えられた。また近年、運動が
軽症うつ病などに推奨されていることなどからも、身体的負荷のかかるソーシャルファー
ムにおけるトレーニングは有効であると考えられた。 
 
 
このように農業分野における日本型ソーシャルファームでの活動が復職準備性の向上に
寄与する可能性、すなわち事業場外資源としての可能性、があると考えられた。そこで、欧
州のソーシャルファームネットワーク Social Firms Europe CEFEC の定義する条件を満
たしている日本型ソーシャルファームに着目し、本研究を実施した。 
 
 
Ⅰ－E 本研究の目的 
 心の健康問題による長期休業からの復職および再休業予防が大きな社会問題となってい
る。その問題の難しさは、疾病により一度低下した復職準備性が、病状の寛解に伴って向上
するわけではなく、職場復帰において明確な客観的判断基準がないことに由来する面が大
きい。 
 この問題を解決すべく復職支援および再休業予防という観点からリワークに取り組む機
関が増加している。リワークが一定の効果を上げていることは徐々に明らかにされており、
今後のさらなる活用および詳細な研究が望まれている。 
 しかし、その有効性が示されてきているにもかかわらず、リワークを行っている機関は
150 程度しか存在せず、すべての休業者がリワークを利用しているわけではない。 
 
 そこで研究Ⅰ「心の健康問題による休職者の復職支援：事業規模別の事業場外資源に対す
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る認知について」では「組織」に着目し、事業場外資源を活用した心の健康問題への対策の
現状を明らかにするために、事業場外資源に対する意識調査を横断的に実施することにし
た。 
具体的には、リワークが積極的に利用されていない要因として、特に事業場における問題
点を明らかにすることとした。リワークが積極的に利用されない要因として、事業場におけ
る人事労務担当者等の復職支援担当者がリワークを認知していないためにその利用が促さ
れていない可能性、および何らかの要因で復職支援担当者が休職者に対してリワークを積
極的に進められない可能性が考えられる。そこで、茨城県内の事業場に勤務するリワークの
利用などに関する助言を与える役割を持つ復職支援担当者を対象として、事業規模別にリ
ワークの認知度やその活用の推奨の有無について明らかにすることを目的として調査を行
った。加えて、リワーク参加の制約として金銭的負担や待機期間の問題がある可能性も考慮
し、金銭的負担や待機期間のあるリワークではなく、NPO 法人やソーシャルファームなど
の医療機関以外の場所における復職準備の可能性について検討した。 
 
 次に、研究Ⅱ「某日本型ソーシャルファーム利用者の心理的変化に関する質的研究」・研
究Ⅲ「某日本型ソーシャルファーム利用者の復職準備性に関する縦断研究」では「個人」に
着目し、リワークに変わる資源としての日本型ソーシャルファームの有用性を検討するこ
ととした。日本型ソーシャルファームに関する知見はいまだほとんど得られていないため、
本研究では、過去に就労経験のある日本型ソーシャルファームの利用者に着目することで、
その有用性の一部を検討することにした。そこで、Primary Outcome を、日本型ソーシャ
ルファーム利用者について、研究Ⅱでは心理的な変化について質的に、研究Ⅲでは復職準備
性について量的に縦断的に評価することとした。 
研究Ⅱでは、農業分野における日本型ソーシャルファームでの活動により利用者にどの
ような心理的変化があるかを評価するために、質的研究を用いた。質的研究は、多数派だ
けでなく、少数派のデータも適切に扱い、現象のバリエーションを示すのに有効であると
言われている 131)。 
 
 心の健康問題による長期休業における復職支援、再休業予防の問題は徐々に解決に向か
っているものの、いまだ十分な状況とはいえない。そこで、一般化の可能性の低い専門家チ
ームによるリワークプログラムではなく、一般化の可能性の高い専門家を必要としない日
本型ソーシャルファームに着目し、その実態を明らかにすることで今後より多くの施設で
復職支援、再休業予防の活動が行われるものと考えられる。 
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第Ⅱ章 調査研究－1 
心の健康問題による休職者の復職支援： 
事業規模別の事業場外資源に対する認知について 
 
 
Ⅰ．方法 
【調査対象】 
茨城県内にある 122,835 事業場に勤務する復職支援担当者 122,835132)名を母集団とし、
茨城産業保健推進センター利用歴のある茨城県内の事業場に勤務する「心の健康問題によ
る休業者の復職支援担当者」698 名を調査対象とした。調査方法は 2012 年 10 月 1 日～12
日までの期間に郵送によりアンケート用紙を配布し、2012 年 10 月 31 日を回収期限とし本
調査研究に同意の得られた者より回収した。復職支援担当者が複数名在席している事業場
では、主に支援している担当者 1 名に回答を依頼した。 
 
【調査内容】 
基本属性として「基本属性」、「所属する事業場の従業員数」、「業種」、組織的な現状とし
て「リワークの認知度」、「リワーク利用の指導の有無」、指導する場合は「どのような休業
者に指導しているか」、指導しない場合は「その理由」、「どのような休業者に指導したいか」
について、また事業場外資源として復職支援を目的としてリワークではなく「NPO やソー
シャルファーム等の組織で活動すること」に対してどのような意識を持っているかを調査
した。 
 
【調査項目】 
①基本属性 
 回答者の基本属性として、性別、年齢、職種を択一式で、役職を複数回答式で回答を求め
た。 
②所属する事業場の従業員数 
 「9 人以下」、「10 人以上 49 人以下」、「50 人以上 99 人以下」、「100 人以上 299 人以下」、
「300 人以上 999 人以下」、「1000 人以上」から択一式で回答を求めた。 
③業種 
 「製造業」、「医療・福祉」、「サービス業」、「建設業」、「運輸業」、「教育・学校支援業」、
「卸売・小売業」、「情報通信業」、「金融保険業」、「不動産業」、「その他」から択一式で回答
を求めた。 
④リワークの認知度 
 リワークの認知度について「よく知っている」、「名前は知っているが詳しくは知らない」、
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「知らない」から択一式で回答を求めた。 
⑤リワーク利用の指導の有無 
 リワーク利用の指導の有無について「指導することがある」、「指導したいと考えているが
実現していない」、「指導していない」から択一式で回答を求めた。その後、「指導していな
い」を選択した場合⑨の回答を、「指導したいと考えているが実現していない」を選択した
場合⑥⑦⑨の回答を、「指導する」を選択した場合⑧⑨の回答を求めた。 
⑥リワーク利用を指導しない理由 
 なぜリワーク利用を指導しないかについて「リワークプログラムを実施している医療機
関が近くにない」、「効果があるか不明」、「本人が拒否する」、「早く復職してもらわないと経
営的に厳しい」、「使用しないように指導されている」、「その他」から複数選択式で回答を求
めた。 
⑦どのような休業者に指導したいか 
 指導するのであればどのような休業者にリワークを指導したいかについて、「全例」、「長
期の休職者」、「複数回の休職歴がある休職者」、「本人が希望した場合」、「その他」から択一
式で回答を求めた。 
⑧どのような休業者に指導しているか 
 どのような休業者に実際にリワークを指導しているかについて、「全例」、「長期の休職者」、
「複数回の休職歴がある休職者」、「本人が希望した場合」、「その他」から択一式で回答を求
めた。 
⑨NPO やソーシャルファーム等の組織を利用すること 
 復職支援を目的として、NPO やソーシャルファーム等の事業場外の組織で活動すること
に関して、「是非利用してみたい」、「周囲の事業所が始めたら利用してみたい」、「事業主か
ら勧められれば利用してみたい」、「利用してみたいが、社外で就労に近い活動をすることは
就労規則上難しい」、「利用してみたいが、金銭の授受がある場合は就業規則上難しい」、「利
用は検討できない」、「わからない」から択一式で回答を求めた。 
 ソーシャルファームについては『ソーシャルファームとは、障害者等が地域に根差して就
労することを目的に設立された企業です。心の健康問題による休職者が NPO やソーシャル
ファームで一時的に「企業活動に非常に近い活動」を行うことによって職場と似た環境でリ
ハビリテーションを行い、復職支援へとつなげる可能性があります。この場合、病院で行う
プログラムではないため利用者の費用負担はなく、金銭的な報酬が得られる、などといった
メリットがある可能性があります。』という注釈を質問紙内に加えた。 
 
【解析】 
事業規模別の解析にあたり、本研究では、事業場の規模（事業規模）を事業場の従業員数
により定義することとし、49 人以下を「小規模事業場」、50 人以上 299 人以下を「中規模
事業場」、300 人以上を「大規模事業場」とした。 
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なお、本調査の解析にあたっては、調査項目に欠損のある場合は「無回答」として解析対象
として扱った。 
 
【倫理的配慮】 
研究の実施にあたっては労働者健康福祉機構における倫理委員会にて承認を得た。無記
名でのアンケート調査であるため、回答および返信をもって、調査参加への同意とした。 
 
 
Ⅱ．結果 
【基本属性】 
 698 名中 244 名から回答を得た。回収率は 35.0%であった。回答者の基本属性は（表Ⅱ
－1）の通りであった。 
事業規模は、小規模事業場 55 名（22.5%）、中規模事業場 134 名（55.0%）、大規模事業
場 55 名（22.5%）であった。 
業種は製造業が最も多く 103 名（42.2%）、次いで医療・福祉が 33 名（13.5%）、サービス
業が 23 名（9.4%）、以下、建設業、運輸業、教育・学校支援業などと続いた。 
 
【組織的な現状】 
１） リワークの認知度(表Ⅱ－2) 
リワークを知っているかどうか、についての回答は以下の通りであった。「よく知っている」
が 20 人（8.2%）、「名前は知っているが詳しくは知らない」が 86 人（35.2%）、「知らない」
が 124 人（50.8%）、「無回答」が 14 人（5.7%）であった。 
事業規模別では、「よく知っている」は大規模事業場が 21.8%であり中規模事業場および小
規模事業場と比較し多く、「名前は知っているが詳しくは知らない」も同様に大規模事業場
が最も多く 47.3%であった。一方、「知らない」は小規模事業場が 63.6%、中規模事業場が
54.5%と大規模事業場と比較し多かった。 
 
２） リワークを利用するように指導するか(表Ⅱ－3) 
リワークを利用するように指導するか、についての回答は以下の通りであった。「指導する
ことがある」が 20人（8.2%）、「指導したいと考えているが実現していない」が 26人（10.7%）、
「指導していない」が 186 人（76.2%）、「無回答」が 12 人（4.9%）であった。 
 事業規模別では、「指導することがある」は大規模事業場が 27.3%であり最も多く、「指導
したいと考えているが実現していない」も大規模事業場が 14.5%であり最も多かった。一方
「指導していない」は小規模事業場が 76.4%、中規模事業場が 83.6%と大規模事業場と比
較し多かった。 
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３） リワークを利用するように指導しない理由について(表Ⅱ－4) 
 ２）でリワークを利用するよう「指導したいと考えているが実現していない」と回答した
26 人に対し、その理由を聞いた質問項目（複数回答可）に対しての回答は以下の通りであ
った。「リワークプログラムを実施している医療機関が近くにない」が最も多く 15 人
（57.7%）、以下「効果があるか不明」が 8 人（30.8%）、「本人が拒否する」が 3 人（11.5%）、
「早く復職してもらわないと経営的に厳しい」が 1 人（3.8%）、「使用しないように指導さ
れている」が 0 人（0.0%）、「その他」が 6 人（23.1%）であった。「その他」には制度をよ
く知らない・詳しく知らないなどが該当した。 
 事業規模別では、いずれの事業規模でも「リワークプログラムを実施している医療機関が
近くにない」と回答した事業場が最も多く、小規模事業場が 40.0%、中規模事業場が 61.5%、
大規模事業場が 62.5%であった。次いで「効果があるか不明」が多く、小規模事業場が 20.0%、
中規模事業場が 30.8%、大規模事業場が 37.5%であった。 
 
４） リワークをどのような休業者に利用するよう指導したいか(表Ⅱ－5) 
 ２）でリワークを利用するよう「指導したいと考えているが実現していない」と回答した
26 人に対し、リワークをどのような休業者に指導したいかについて聞いた質問項目（複数
回答可）に対しての回答は以下の通りであった。「全例」が 3 人（11.5%）、「長期の休職者」
が 16 人（61.5%）、「複数回の休職歴がある休職者」が 12 人（46.2%）、「本人が希望した場
合」が 12 人（46.2%）、「その他」が 0 人（0.0%）であった。 
 事業規模別では、いずれの事業規模でも「長期の休職者」と回答した事業場が最も多く、
小規模事業場が 60.0%、中規模事業場が 61.5%、大規模事業場 62.5%であった。 
 
５） リワークをどのような休業者に利用するよう指導しているか(表Ⅱ－6) 
 ２）でリワークを「指導することがある」と回答した 20 人に対し、リワークをどのよう
な休業者に指導しているかについて聞いた質問項目（複数回答可）に対しての回答は以下の
通りであった。「全例」が 1 人（5.0%）、「長期休職者」が 11 人（55.0%）、「複数回の休職歴
がある休職者」が 10 人（50.0%）、「本人が希望した場合」が 9 人（45.0%）、「その他」が 7
人（35.0%）であった。「その他」には「通院先の医療機関にプログラムがある者」、「リワー
クを行っている施設が通える場所にある」などが該当した。 
 事業規模別では、「長期の休職者」は、中規模事業場が 60.0%、大規模事業場が 53.3%で
あり、「複数回の休職歴がある休職者」は、中規模事業場が 60.0%、大規模事業場が 46.7%
であり、「本人が希望した場合」は、中規模事業場が 40.0%、大規模事業場が 46.7%であっ
た。 
 
【医療機関以外での復職支援】 
１）復職支援を目的とし、NPO やソーシャルファーム等の事業場外の組織で復職準備を行
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う（表Ⅱ－7） 
 復職支援担当者に対して、休業者が復職に際し、リワークではなく NPO やソーシャルフ
ァームといった事業場外の組織を利用することに関してどのように考えているか聞いた質
問項目に対しての回答は 227 人より得、結果は以下のとおりであった。「是非利用してみた
い」16 人（6.6%）、「周囲の事業所が始めたら利用してみたい」が 8 人（3.3%）、「事業主か
ら勧められれば利用してみたい」が 37 人（15.2%）、「利用してみたいが、社外で就労に近
い活動をすることは就労規則上難しい」が 28 人（11.5%）、「利用してみたいが、金銭の授
受がある場合は就業規則上難しい」が 18人（7.4%）、「利用は検討できない」が 16人（6.6%）、
「わからない」が 103 人（42.2%）、「無回答」が 18 人（7.4%）であった。 
 事業規模別では、「是非利用してみたい」が小規模事業場で最も多く 12.7%、中規模事業
場が 5.2%、大規模事業場が 3.6%であった。また「周囲の事業場が始めたら利用してみたい」
も小規模事業場が最も多く 10.9%、中規模事業場が 0.7%、大規模事業場が 1.8%であった。
「利用は検討できない」は大規模事業場で最も多く 9.1%、小規模事業場が 5.5%、中規模事
業場が 6.0%であった。 
 
 
Ⅲ．考察 
１） リワーク利用における諸問題 
事業場外資源の 1 つであるリワークの認知度について検討した。事業規模が大きくなるほ
どリワークを知っている担当者は増え、特に 300 人を境にして大きく異なる結果が得られ
た。同様に指導することがあるかについて検討したところ、事業規模が大きくなるほど指導
する担当者が増え、300 人を境にして大きく異なった。厚生労働省の調査によれば、メンタ
ルヘルス上の理由により連続 1 か月以上休業または退職した労働者がいると回答した事業
場は 300 人以上の事業場では 60%以上であるが 300 人未満では 33%以下であった、また職
場復帰に関してルールがある事業場も 300 人以上の事業場では 60%以上であるが 300 人未
満の事業場では 50%以下であった、と報告されている 133)。そのため、300 人以上の事業規
模になると、復職支援に携わる時間が増えリワークを知る機会が増える、リワークを過去に
利用した復職者がいる、産業医とコミュニケーションを取る機会が増える、などの理由から
リワークの認知度が高く、指導する割合も高いと考えられた。一方で 300 人未満の事業場
では、職場復帰に関するルールが未整備である事業場が多いことが指摘されており、本結果
からはリワークの認知度が低く、また指導などが行われていない可能性が示唆されたこと
から、リワークに限らず基本的な職場復帰支援に対する知識がない可能性も考えられ、今後
より一層の支援が必要であると考えられた。 
次に、リワークを利用するよう指導したいが、指導しない理由について検討した。理由は
「リワークプログラムを実施している医療機関が近くにない」が最も多く、うつ病リワーク
研究会に登録されている茨城県内の病院は 4 箇所であった（つくば市、水戸市、那珂市）
26 
 
82)。 
茨城県内のこのようなインフラの状況を、他の都道府県と比較すると、平成 25 年 11 月
6 日時点で、うつ病リワーク研究会に所属する病院あるいはクリニックが多い都道府県 82)
は東京都が最多の 18 ヶ所であり、以下神奈川県 13 ヶ所、愛知県 11 ヶ所、大阪府 11 ヶ所、
福岡県 11 ヶ所と登録施設は大都市に集中していた。その一方で、実に 16 の都道府県では
1 ヶ所も登録施設がない、という状況であった。茨城県は県内に 4 ヶ所の登録施設を有し、
単純に施設数という点で比較すると、大都市圏を除いた他の都道府県と比較して少なくな
い県であることがわかる。 
また都道府県別事業所数 134)からリワークを実施している 1 施設あたりの事業所数を計算
すると、茨城県は 1 施設に対し 30,708 事業所という結果であった。これは東京都 38,991、
神奈川県 24,142、愛知県 30,143、大阪府 40,204、福岡県 20,439 と比べても、大きな差が
あるものとは考えられなかった。すべての都道府県において労働者の休職率は、産業構造も
地域性も異なるため等しいとはいえないが、事業所に対する施設数は茨城県においては大
都市圏と大きな差はない結果であると考えられた。 
しかし、本研究の結果、リワークを利用しない理由の中で最も多かったのは医療機関が近
くにない、であった。そのため、リワークの利用に関しては、労働者千人あたりの施設数だ
けではなく、地理的な問題も検討に入れなければならないと考えられた。そこで、都道府県
の単位面積（10 万 km2）当りの施設数を算出すると、茨城県は 65 施設であった。これは
東京都 855 施設、神奈川県 538 施設、愛知県 215 施設、大阪府 578 施設、福岡県 226 施設
と比較すると大きな差があるものと考えられた。事業場自体が密集している大都市部と比
較して、茨城県などの地方都市は広い面積の中に多くの事業場が点在する状況であるため、
今後地方都市においてはどのような地域にリワーク実施施設を置くことが適切であるか検
討する必要があると考えられた。施設を適切に配置することができれば、リワークという事
業場外資源の利用促進につながる可能性が示唆された。 
次に休職者の視点からリワークを考察する。精神疾患のために 1 か月以上休業している
国民が約 47 万人 135)いると推定されている。五十嵐はリワーク利用者の休職期間の平均は
406 日である 136)と報告しており、休職者の半数程度が 1 年以内に復職していると考えられ
た。その中でも実際に担当者がリワークを利用するよう指導している労働者は、「長期の休
職者」「複数回の休職歴がある休職者」「本人が希望した場合」が約半数を占め、「全例」は
少ない結果が本研究から得られているため、担当者も全ての復職者に対してリワークの利
用を勧めるわけではないことを考慮にいれる。大木らによると 103)、復職後 3～4 年間にお
ける再休業率は約 50%であることが報告されており、年間 10%以上の復職者が再休職者に
なるといえる。そのため、再休職者、長期休職者、希望者は全員リワークを利用すると仮定
すると、リワークを利用し復職する者は全休職者のおよそ 20%程度は存在すると考えられ
る。この場合、復職者全員がリワークを利用できる施設数はどの程度であると適切であるか
検討すると、リワーク定員数を 26 名 137)、1 名平均 2 ヶ月間通院すると仮定した場合、計
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算すると全国に 300 超の施設が必要である結果となる。現在うつ病リワーク研究会に所属
している施設は 100 を超える程度である。特に事業規模が小さな事業場を中心として、事
業場内の資源が限られている場合にはリワークは重要な事業場外資源であるといえるため、
施設数の問題は大きな問題である。今後は、より多くの休職者がリワークを利用可能となる
よう、リワーク実施施設数の増加は検討されるべき課題であるといえる。 
しかし、休職者にとってはリワークの施設数のみならず、リワーク参加のための待機期間
も大きな問題である。病気休職を取得できる年月は就業規則等により限りがあるため、休職
者はできるだけ早く復職したいと考えていると思われる。その際問題となるのが、リワーク
利用までの待機期間であるが、約 15%の施設で待機期間があり、平均 39 日間の待機期間が
ある 138)という報告がある。病気休職の期間については、無作為抽出した全国の企業 10,000
を対象とした調査で、事業規模が小さくなるほど病気休職の期間は短くなることが報告さ
れている 139)。そのため、特に事業規模が小さな事業場では、職場も本人もできるだけ早く
復職、という希望があると考えられるため、今後は待機期間に関する問題を解決するために
も、リワークを実施している医療機関が増加することは、この待機期間解消のためにも重要
な課題であると考えられた。 
今後、特に事業規模が小さな事業規模を中心としてリワークの認知度を高めること、およ
びリワークを実施している医療機関が増加することにより、今後はより積極的にリワーク
が活用され、円滑な復職支援が行われるものと考えられた。 
 
 
２） 復職支援を目的とし、NPO やソーシャルファーム等の事業場外の組織で活動するこ
とについて 
 ソーシャルファームによる復職支援や、自己負担なく復職準備を行える取り組みは未だ
例がないが、NPO 法人による復職支援は既に始まっており、MDA-Japan140)はその代表例
であると言える。MDA-Japan では、精神保健の専門家による心理教育および当事者・家族
支援を目的とした活動が行われている。うつ病患者の心理社会教育、うつ病患者の家族心理
教育、専門職によるうつ病教育などの支援が行われており、職場復帰支援プログラムも対象
を限定した形で実施されている。他にも NPO 法人中途障害者地域活動センター141)による
ものが挙げられ、ここでは脳血管疾患による障害を受けた者を対象として行われている。医
療機関におけるリワーク以外に、このような施設の活用も今後は求められると考えられる。 
 
このような組織の活用について、多くの事業場では分からない、という回答であったが、
特に事業規模の小さな事業場において、是非利用してみたい、周囲の事業場が始めたら利用
してみたい、事業主から勧められれば利用してみたいなどの積極的な意見が多かった。一方、
事業規模が大きくなると、社外で就労に近い活動をすることは就業規則上難しい、金銭の授
受がある場合は就業規則上難しいなどの意見が多かった。これは、事業規模が小さいほど、
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事業場内の資源が限られてしまうために、積極的に事業場外の資源を活用したいと考えて
いるからではないかと考えられた。医療機関における取り組みだけではなく、今後はこのよ
うな医療機関以外における取り組みも積極的に行われると、小規模事業場を中心としてよ
り一層の円滑な復職支援につながるのではないかと考えられた。 
 
 
Ⅳ．まとめ 
 本研究では茨城県における復職支援の実態の一部を明らかにした。地方都市における事
業規模別の復職支援担当者の意識を明らかにしたことにより、茨城県のみならずその他地
方都市における復職支援の一助となるものと考えられる。 
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 本調査研究は労働者健康福祉機構の助成を受け実施された。 
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第Ⅲ章 調査研究－2 
某日本型ソーシャルファーム利用者の 
心理的変化に関する質的研究 
 
 
 
Ⅰ．方法 
【研究対象】 
 日本型ソーシャルファームとして、Social Firms Europe CEFEC の定義する条件を
満たす某就労継続支援 A 型事業所を対象施設として選定した。 
対象施設では、農業を営んでおり、広大な敷地における作物の栽培、作物の収穫、収穫
された作物の加工、それらの販売を行っている。利用人数は 10 名以上と契約を結んでい
る。また利用者は通院や体調不良などの特別の場合を除き、原則として週に 5 日、1 日に
4 時間以上の利用を行っている。 
2012 年 12 月 1 日の時点で、継続的に利用している利用者 12 名のうち、同意の得られ
た者 10 名を対象とした。調査期間は 2012 年 12 月 18 日から 2013 年 3 月 5 日である。 
【調査方法】 
 1 回 20 分程度を目安に半構造化面接調査を個別に実施した。面接は著者がプライバシー
の確保された静かな個室で行い、IC レコーダーで録音し、必要に応じてメモを取り、雰囲
気などの非言語的なデータの収集も行った。 
【面接内容】 
インタビューガイドに準じ（表Ⅲ－1）「仕事を休み始めた時の状況を覚えている範囲で
教えて下さい」などの質問項目を用意し、話しやすい内容から語ってもらった。また、状
況に応じ質問の順番を変え、話の流れで事前準備していない新たな質問項目についても尋
ねた。 
【分析方法】 
本研究では GTA Strauss＆Corbin 版を分析の手法として用いた。分析作業として、IC
レコーダーで録音した音声を文章化し、逐語録を作成した。そして、文単位を目安に逐語
録を切片化した。そして、切片化されたデータに対してオープン・コーディング、アクシ
ャル・コーディング、セレクティブ・コーディングの 3 つのコーディングを行った。 
アクシャル・コーディングではパラダイムを用いて、カテゴリー同士を組み合わせ、構
造とプロセスを統合し現象を明確にした。パラダイムとは、現象の構造とプロセスを把握
するための枠組みで、「状況」、「行為・相互行為」、「帰結」の 3 つから構成されている。 
上記 3 つのコーディングの作業を行う際には MAXQDA11 を用いた。 
【GTA Strauss&Corbin 版】 
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GTA とは、データから概念を抽出し、概念同士の関係づけにより研究領域に密着した理
論を生成しようとする研究方法である。他の質的研究とは、分析の最終目標が理論を作り
上げる点で異なる 131)。GTA を行う際には、データ収集と分析を交互に繰り返し、結果を
蓄積することが重要視されている 131)ため、作業の過程において、適宜検討を行った。 
GTA には様々な手法があり、Strauss による作業効率を優先し、切片の大きさを各部分
のデータのリッチさによって変化させる手法 142)や、Glaser によるさらに細かい切片化を
もとにした緻密な分析にこだわる手法もある 143,144)。木下による修正版 GTA では切片化自
体が不要だと言われている 145)。このように様々な手法が開発されている。 
このような中で、Strauss&Corbin 版は、ラベルからカテゴリーにするという段階を踏
むことで、自然に概念名の抽象度が上がり、プロパティとディメンションを用いることで
ラベルやカテゴリーに不適切な名前がつくことを回避されるメリットがあると言われてい
る 20)ため、本研究では Strauss&Corbin 版を採用した。 
【提示方法】 
 カテゴリーグループ毎に、3 つのパラダイムに対応した各カテゴリーを示し、各カテゴ
リー同士を関連付けたカテゴリー関連図を 1 つの図にまとめた。なお、これらの一連の分
析作業は著者らが複数名で行い、数日間にわたり繰り返し検討を行った。なお、作業の過
程において、適宜検討を行い、内容及び図表を修正した。 
【倫理的配慮】 
研究の実施にあたっては筑波大学における倫理委員会にて承認を得た（承認番号：
690）。対象者には調査開始前に調査の目的について著者が個別に口頭にて十分に説明し、
同時に説明した内容を記載した文書を配布した。収集した情報は個人が特定できない形で
取り扱うこと、面接内容を IC レコーダーに録音することを参加者本人に説明した。さら
に、本調査への参加は自由意思であり、参加しなかったり、途中で参加を取りやめたり、
参加後に同意撤回を行ったりしても、一切の不利益がないことを口頭および書面にて説明
した。参加者には書面で同意を得た。 
 
 
Ⅱ．結果 
 面接対象者を（表Ⅲ－2）に示す。10 名分の逐語データを MAXQDA11 に読み込んで解
析した。以下では“”はカテゴリーグループ、【】はカテゴリー、「」はラベル名を示す。 
 
【カテゴリーグループ作成】 
 19 のカテゴリーが抽出され、それをもとにカテゴリーグループ作成を行った結果、3 つ
のカテゴリーグループ “前職を退職するまでの心理的変化” “現職場における心理的変
化” “現職場に来てから次の職場へと移行するための心理的変化”が生成された。 
それぞれのカテゴリーグループについてパラダイムに沿って、19 のカテゴリーをそれぞれ
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対応させ示す。（表Ⅲ－1） 
 
【カテゴリー関連図の生成】 
 各カテゴリーに対応するラベル名を併記し、本研究で明らかになった質的データに基づ
いてカテゴリー関連図を生成した。（図Ⅲ－1、図Ⅲ－2、図Ⅲ－3）さらにカテゴリー関連
図を説明するストーリーラインを生成した。またストーリーラインにあわせて利用者の発
言を人名や場所などが特定され得ない形で引用した。 
 
①Ⅰ．“前職を退職するまでの心理的変化”におけるカテゴリー間の関係とストーリーラ
イン 
【前職あり】であった過去に所属していた職場では、「安い給与」「午後に多い仕事」「上
下関係」「不適切な男女比」「少ない責任」「仲間が得られない」「低い信頼感」「適切な回
答が得られない」などの自分だけでは解決が困難な【前職での困難】を感じていた。 
 
  前のところでは、相談してもそんなすぐには答えが返ってこない。後でっていう 
感じ。 
 
その後は就労を継続するものの「上下関係」などの「人間関係による就労継続の困難」
や、精神疾患の増悪による「病状による就労継続の困難」などから【就労継続困難】な状
況に陥った。そのため、中には「病院受診」を行い、積極的に【治療】を受けるものもい
たが、治療への満足には差があり、就労困難な状況が変わらないことに対する「治療への
不満」を持つ者もいれば、逆に主治医の治療に対する「治療への満足」を持つ者もいた。 
 
会社休んでて、もうずっと休んでいるからおかしいっていうことで、会社が紹介し 
てくれた病院を受診して、結局、休職っていう形をとって。 
  
治療の有無に関わらず、現在の状況における「就労継続への不安」や「休暇に納得」でき
る体調であることを自覚できる者は【職場を離れることへの安心】感を持ち職場を離れて
いた。一方で、今後の「生活への不安」や「休暇取得への不安」あるいは「表出困難」な
感情から【職場を離れることへの不安】感を持ち職場を離れる者もいた。しかし、最終的
には職場と話し合ったうえでの「病気由来ではない退職」や「病気由来の退職」など様々
な原因はあったものの【退職】を選ぶこととなった。 
 
  ちょっと安心しましたね。病気だから仕事を休めるっていうことで何かほっとしま 
した。 
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②Ⅱ．“現職場における心理的変化”におけるカテゴリー間の関係とストーリーライン 
【ソーシャルファームでの労働】が始まると、自分の「仕事の質に対する自問」、早く
「仕事を覚える」、「周囲に注意を向ける」「長時間働く」「人間関係を学ぶ」「物事を前向
きにとらえる」「リーダーシップや積極性を持つ」「休まず職場に来る」といったそれぞれ
の現在の能力に応じた【職場での課題】が現れるようになった。 
 
  仕事は、ステップアップのためっていうか、何ていうのかな、一時就労に入るまで 
の練習っていうか、人間関係とか、そういうのを学んで行ったり。 
仕事って、これやってって言うからには、それなりの仕事の質みたいなものを求め 
られると思うんですよね。自分がやっている仕事のレベルが果たして要求されてい 
る質のレベルに達しているのかどうか。 
 
自分で【職場の問題の解決】をすることができる者は「休む」「労働時間を漸増する」「質
問する」「生活リズムを変える」といった方法で解決を図り、一人で解決困難な場合は、
ソーシャルファーム内にある「支えてくれる人」「仕事をするモチベーション」「仕事を手
伝ってもらう」「日常生活での支援」といった【得られる支援】で、【職場の問題の解決】
をはかっていた。 
 
  長時間働けるようになりたい。徐々に増やしていったらできそうかな、と。 
 
この【得られる支援】を活用した時の心理として、「上司への信頼感」「安心感」「助かる
気持ち」「幸せな気持ち」「うれしい気持ち」「やりがいを感じる」といった【支援を得た
時の肯定的な心理】を得る者がいる一方で、「傲慢になる」「申し訳ない」といった【支援
を得た時の否定的な心理】を得る者もいた。 
 
  すごい幸せだと思います。すごい幸せなこと。今日も仕事やるぞっていうモチベ 
  ーションは上がりますね。 
  申し訳ないと思っています。何か自分が支えられていることが慢心のような感じ 
がするんですよね。慢心っていうか、傲慢になってしまうというか。 
 
③Ⅲ．“現職場に来てから次の職場へと移行するための心理的変化”におけるカテゴリー
間の関係とストーリーライン 
【前職なし】あるいは【退職】し【ソーシャルファームに紹介】されてきた者たちは、農
業という屋外での身体を使う「屋外での良好な労働体験」あるいは「屋外での不良な労働
体験」、一般就労とは異なる「ソーシャルファームでの良好な体験」「ソーシャルファーム
での不良な体験」などを含めた【ソーシャルファームでの労働】を行っている。 
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  とにかく、動くっていうのは重要だと思うんですよね。中でずっと作業をやるのも 
必要なんですけど、やっぱり事務所にしろ、外で働くにしろ、体力がいるから、外 
で動かないと体力はつかないかなという感じはします。 
 
職場が変わった者は【職場が変わったことによる心理的生活的変化】を感じており、「初
めての仕事に対する心配」「朝が早い」「趣味の時間が減る」、屋外での作業のための「暑
さ」といった環境に適応していた。 
 
  やっぱ、入った時に初めてやった仕事だったんで、ちょっと心配とかありました。 
 
【ソーシャルファームでの労働】が始まった後は、日焼けや体つきなどの身体的な変化と
しての【外見上の変化】を感じており、「症状が安定」「困っていることを気にしなくなっ
た」「落ち込まなくなった」「性格が前向きになった」「自分自身をコントロールできるよ
うになった」「性格が明るくなった」「心配の消失」といった【肯定的な心理的変化】、「無
理をすると悪化する」「仕事に向いているか不安」農業には適性がなく「事務職が良い」
といった【否定的な心理的変化】を持っていた。このような心理的変化もある中で、「以
前の仕事に戻る」「次の仕事を検討する」「一般就労へ」といった【次の仕事への課題】に
取り組む気持ちを持った者もいた。 
 
  以前は全然仕事というのができなかったというか、自分をコントロールできなかっ 
た。今はイライラしないだとか、くよくよしないだとか、精神的に落ち込むだとか、 
そういうのがない。 
今どっちかというと、外の仕事とかあるから、体力仕事なんですけど、やっぱり事 
務職につきたい。 
 
 
Ⅲ．考察 
 カテゴリーグループⅠ．“前職を退職するまでの心理的変化”におけるストーリーライ
ンでは【前職】を何故退職するに至ったのかについての様々な原因が確認された。自分だ
けでは解決困難な【前職での困難】が背景として存在し、人間関係や病状などによる【就
労継続困難】に至り、その後【退職】に至っている。Williams らは、ソーシャルファーム
において就労できる要因として、ソーシャルファームにおける職場環境が労働者の健康を
支えること 146)であると指摘されており、一人では解決困難な問題を一緒に解決してくれ
る仲間がいない職場では、就労を継続することが困難であることが示唆されており、復職
準備性が不十分な状況においては、ソーシャルファームのような支援が得やすい環境が適
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切であると考えられた。 
カテゴリーグループⅡ．“現職場における心理的変化”におけるストーリーラインで
は、【ソーシャルファームでの労働】が始まった後に、【職場での課題】を充実した【得ら
れる支援】を活用しながら解決することが可能であった。これは Williams らによる、ソ
ーシャルファームという職場環境が労働者の健康を支えていることを支持する結果である
146)。そして、解決していく間にどのような心理的変化が現れるかが確認された。しかし、
解決できていることで全員が「安心感」といった肯定的な心理を得るわけではなく、中に
は「申し訳ない」と否定的な心理を得る者もいたため、必ずしも充実した支援が肯定的な
心理的な変化のみをうむものではないと考えられた。Fred らによる social enterprise に
おける NEET （not in employment, education or training）を対象とした 4 週間の構造
化されたプログラム終了後の質的調査では「the programme」「prior experience」「self」
「future」という 4 つの Theme が抽出され、「self」では、自尊心や自信の習得などの肯
定的な変化が生まれ、「future」ではより現実的な仕事探しの方法などが習得されたと報告
している 147)。本研究では、先行研究同様の肯定的な変化も観察されたが、否定的な心理
的な変化もあわせて観察された。これは実施している作業内容が異なるためであると考え
られ、屋外で行う農作業に対する適性の有無が関係しているものと考えられた。 
カテゴリーグループⅢ．“現職場に来てから次の職場へと移行するための心理的変化”
におけるストーリーラインでは、はじめて【ソーシャルファームに紹介】されてきた者が
農業という屋外での身体を使う【ソーシャルファームでの労働】を経て、【次の仕事への
課題】を持つまでの心理的な変化を明らかにした。身体活動が認知機能の一部を向上させ
るといった報告もあり 148)、あわせて農業というリハビリテーションの可能性が支持され
るものであった。また、「朝が早い」「暑さ」などといった困難はあるものの、カテゴリー
グループⅡで明らかにしたようにうまく適応し、課題を克服している。安定して労働でき
ることが「症状が安定」といった【肯定的な心理的変化】を生み出している一方で、農業
には適性がなく「事務職が良い」といった【否定的な心理的変化】を持つことで【次の仕
事への課題】を持つ者もいた。 
  
本結果から、事務作業とは異なる農業という作業でも、事務職へとつながる心理的な変
化が生まれたことから、復職後の作業内容とは異なる業務でも復職支援を行える可能性が
あると考えられた。また、日本型ソーシャルファームの利用により次の仕事への課題を持
つことが示され、事業場外資源として利用した場合には、元の職場へと戻る心理的な変化
が生まれる可能性があることが示唆された。今後、さらに復職準備性についての効果が明
らかになることで、事業場外資源としての日本型ソーシャルファームの有用性が明らかに
なるものと考えられた。また、日本型ソーシャルファームを復職準備のために活用するこ
とで、より多くの事業場外資源を確保することが可能であると考えられた。 
Ⅳ．結論 
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 日本型ソーシャルファーム利用者の心理的変化についてはじめて明らかにした。日本型
ソーシャルファームの利用者の心理的変化として、次の仕事への課題に取り組む変化が認
められた。復職支援における事業場外資源としての可能性が示唆された。 
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第Ⅳ章 調査研究－3 
某日本型ソーシャルファーム利用者の 
復職準備性に関する縦断研究 
 
 
Ⅰ．方法 
【研究対象】 
 農業を営んでいる某就労継続支援 A 型事業所（日本型ソーシャルファーム）を対象施設
として選定した。該当施設では、広大な敷地における作物の栽培、作物の収穫、収穫された
作物の加工、それらの販売を行っている。利用人数は 10 名以上と契約を結んでいる。また
利用者は通院や体調不良などの特別の場合を除き、原則として週に 5 日、1 日に 4 時間以上
の利用を行っている。 
この事業所を、2012 年 12 月 1 日から 2013 年 12 月 31 日までの期間、継続的に利用し
ている利用者 12 名を対象とし、同意の得られた者のみを対象とした。また、解析対象は調
査項目に欠損のない者のみとした。 
【調査方法】 
一般的なリワーク利用期間が 6 か月程度である 149)ことから、本調査における 2 回目の評
価も同様になるよう、第 1 回の評価を 2012 年 12 月 1 日から 2013 年 4 月 30 日までの期間
に行い、第 2 回の評価は 2013 年 5 月 1 日から 2013 年 12 月 31 日までの期間に行った。 
【調査内容】 
基本属性として「年齢」、「性別」、「疾患」、復職準備性の指標として「抑うつ度」、「ス
トレス対処力」、「認知機能」を評価した。評価項目はそれぞれ、「抑うつ度」として
Center for Epidemiologic Studies Depression Scale(CES-D)、「ストレス対処力」として
Sense of Coherence(SOC)、「認知機能」として Stroop Test、Trail Making Test、三宅式
記銘力検査とした。各調査項目について下記に詳述する。 
【調査項目】 
①日本語版 The Center for Epidemiologic Studies Depression Scale（CES-D、抑うつ状
態自己評価尺度） 
抑うつ度の評価には、うつ病のスクリーニングテストに用いられる日本語版 CES-D を
用いた。CES-D は米国国立精神保健研究所の Radloff90)により開発された自記式評価尺度
である。日本語版の信頼性・妥当性は島らによって検討されている 91)。「何をするのも面
倒だ」「憂うつだと感じる」等の 20 項目から構成され、各項目について過去 1 週間で該当
する頻度について「1 日未満」「1～2 日」「3～4 日」「5～7 日」の 4 件法での回答を求め
る。0～60 点で数値化され、得点が高いほど抑うつ度が高いと判定される。カットオフ値
は 15/16 点とされている 91)。 
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②日本語版 Sense of Coherence（SOC）13 項目版 
ストレス対処力の評価には、Antonovsky によって開発された SOC を用いた 150)。本研
究では山崎らによって開発された日本語版 SOC 評価尺度 13 項目 7 件法 151)を用いた。13
～91 点で数値化され、合計得点が高いほど高い SOC、すなわちストレス対処力が高いこ
とを意味する。また、SOC を構成する 3 つの下位項目、把握可能感、処理可能感、有意味
感も算出可能である。 
 
③Stroop Test 
Stroop Test は選択性注意と認知的柔軟性を測る検査であり 152,153)、3 つのステップから
構成される。ステップ 1 では、「あか」、「あお」、「きいろ」、「みどり」の文字が 10 行×10
列、計 100 個、紙面に黒色で印字されたものを順に読み上げ、その時間を計測する。ステ
ップ 2 では、紙面上に赤、青、黄色、緑の 4 色のいずれかの色で塗りつぶされた 10 行×
10 列、計 100 個並んだ丸の色を順に読み上げ、その時間を測定する。ステップ 3 では、
「あか」、「あお」、「きいろ」、「みどり」の文字が、その文字と異なる色で印字されてお
り、10 行×10 列、計 100 個並んだ文字の色を順に読み上げ、その時間を測定する。いず
れも被検者が間違えた場合には検者が指摘し、正解を言い直させる。 
④Trail Making Test 
1 つ以上の考えや刺激の連続的な追跡・処理能力、課題遂行の柔軟な転換能力の検査で
ある 154,155)。A,B の 2 つのパートから構成される。パート A では、紙面上に円で囲まれた
「1」～「25」の数字がランダムに配置されている。「1」から順番にペンで一筆書きに結
び、「25」まで結び終わるまでの時間を測定する。パート B では、円で囲まれた「1」～
「13」の数字と、「あ」～「し」のひらがなが紙面上に配置されている。数字とひらがな
を交互に「1」から順番に一筆書きに結び、「13」まで結び終わるまでの時間を測定する。 
⑤三宅式記銘力検査 
三宅式記銘力検査とは、1923 年に三宅と内田により発表された聴覚性言語性対連合記憶
の検査で、有関係対語試験、無関係対語試験の 2 つの試験から構成されている 97)。有関係
対語試験では、「タバコ」と「マッチ」のように、対語のそれぞれに深い関係のある 10 組
の対語を用い、無関係対語試験では、「少年」と「畳」のように、対語のそれぞれに関係
のない 10 組の対語を用いる。いずれの試験でも 10 組の対語を検者が一度に読み上げ、そ
れらを被検者が聞いて覚える。その後、検者が対語の一方を順番に読み上げ、その対語を
被験者が答える。10 組の対語について全問正解しない限り、対語を覚える過程から同じこ
とを最大 3 回実施し、それぞれの正答数を記録する。1 回目または 2 回目で全問正解した
場合、以降も全問正解したものとする。 
【統計解析】 
有意水準を両側 5%とし、統計解析には SPSS statistics version22 for windows を用い
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た。検定は Paired t-test を用いた。 
【倫理的配慮】 
研究の実施にあたっては筑波大学における倫理委員会にて承認を得た（承認番号：
690）。対象者には調査開始前に調査の目的や個人情報保護などについて研究担当者が個別
に口頭にて十分に説明し、同時に説明した内容を記載した文書を配布した。収集した情報
は個人が特定できない形で取り扱うことを参加者本人に説明した。さらに、本調査への参
加は自由意思であり、参加しなかったり、途中で参加を取りやめたり、調査終了後に参加
を撤回しても一切の不利益がないことを口頭および書面にて説明した。参加者には書面で
同意を得た。 
 
 
Ⅱ．結果 
【基本属性】 
 研究に同意が得られ、前後 2 回の調査において調査項目に欠損のない者を解析対象とし
た。解析対象者は 9 名であり、すべて男性であった。平均年齢（±標準偏差）は 35.7±
10.8 歳であった。対象者は過去に就労経験を持ち、全員精神疾患により通院中の者であっ
た。疾患は知的障害が 3 名、統合失調症が 6 名であった。 
 以下、第 1 回の評価を T1、第 2 回の評価を T2 とする。T1 から T2 の調査期間の平均
期間は 222.0±56.8 日であった。結果を（表Ⅳ－1）に示す。 
【抑うつ度】 
 T1 時の CES-D 平均得点は 13.6±8.7 でカットオフ値を超えていたのは 3 名であり、T2
時の CES-D 平均得点は 16.3±9.2 でカットオフ値を超えていたのは 4 名であった。CES-
D 得点の上昇が認められたが、両時点の CES-D 得点に有意な差は認められなかった
(p=0.207)。 
【ストレス対処力】 
 T1 時の SOC 平均得点は 49.8±9.7、T2 時の SOC 平均得点は 55.0±8.7 であり、SOC
得点の上昇が認められたが、両群に有意な差は認められなかった(p=0.219)。 
【認知機能】 
 Stroop Test の平均所要時間は、ステップ 1 で T1 時 54.2±12.6 秒、T2 時 52.6±15.8
秒、ステップ 2 で T1 時 74.0±14.6 秒、T2 時 69.2±13.7 秒、ステップ 3 で T1 時 114.2
±36.3 秒、T2 時 106.1±33.2 秒であった。ステップ 1 では有意な差を認めなかったが
(p=0.547)、ステップ 2、ステップ 3 では有意な差を認めた(p=0.014、p=0.005)。 
 Trail Making Test のパート A の平均所要時間は T1 時 39.6±14.3 秒、T2 時 36.3±16.8
秒、パート B で T1 時 89.2±40.7 秒、T2 時 90.7±58.7 秒であった。いずれも有意差を認
めなかった（p=0.187、p=0.847）。 
 三宅式記銘力検査では、T1 時の有関係対語試験の 1 回目の正答数の平均が 6.6±3.0
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個、2 回目が 9.0±1.1 個、3 回目が 9.3±1.0 個であり、T2 時は 1 回目が 6.6±3.1 個、2
回目が 8.7±2.1 個、3 回目が 9.1±1.7 個であり、いずれも有意な差は認められなかった
（p=0.724、p=0.548、p=0.654）。 
T1 時の無関係対語試験の 1 回目の正答数の平均が 2.1±1.8 個、2 回目が 4.4±2.6 個、3
回目が 6.2±2.3 個であり、T2 時は 1 回目が 3.4±2.8 個、2 回目が 5.4±3.4 個、3 回目が
6.9±3.1 個であり、いずれも有意な差は認められなかった（p=0.335、p=0.536、
p=0.852）。 
 
 
Ⅲ．考察 
【抑うつ度】 
 先行研究における CES-D 平均得点と比較した。クリニックを受診しうつ病エピソード
等と診断された労働者 82 名の CES-D 得点の平均は 29.9 点 156)、男性中高年労働者 3,631
名の平均得点は 14.2±7.8 点 157)、中年労働者 7,284 名の平均得点は 14.6±7.7 点 158)であ
ると報告されている。本研究結果では第 1 回調査のソーシャルファーム利用者の抑うつ度
は、発症直後の労働者とは異なり、一般的な労働者と同程度であった。 
また第 1 回調査と第 2 回調査では抑うつ度に有意な差が認められない結果が得られた。
これは研究対象者が 9 名と少なかったことが一因として考えられるが、日本型ソーシャル
ファームが一般就労とは異なり、適切な支援を得やすい環境であることも影響していると
考えられた。 
【ストレス対処力】 
 先行研究における SOC 平均得点と比較した。中規模企業労働者 75 名の平均得点は 55.1
点 159)、感情障害 18 名の平均得点は 49.8±10.8 点であると報告されている 160)。本研究結
果では、第 1 回調査が 49.8±9.7 点と感情障害患者と同程度であり、第 2 回調査時の得点
は 55.0±8.7 点と一般労働者と同程度であった。過剰ではない適当な負荷は SOC を高める
といわれており 161)、本調査においても第 2 回調査時に SOC が上昇すると考えられた。し
かし、第 2 回調査時には SOC スコアは平均 5.2 点上昇していたものの、有意な差がある
とは言えない結果が得られた。今回の研究対象が 9 名であったことが一因として考えら
れ、今後は調査対象を増やして検討を行う必要があると考えられた。 
【認知機能】 
 Stroop Test は選択性注意と認知的柔軟性を計測する検査である。大学生を対象とした先
行研究では、その平均所要時間はステップ 1 が 41.8±3.1 秒、ステップ 2 が 56.7±2.8
秒、ステップ 3 が 108.5±10.5 秒であると報告されている 162)。本研究結果と所要時間を
比較するとステップ 1、2 は長くかかっているが、ステップ 3 についてはほとんど変わら
なかった。 
Trail Making Test は 1 つ以上の考えや刺激の連続的な追跡・処理能力、課題遂行の柔
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軟な転換能力の検査である。大学生 98 名を対象とした先行研究では、その平均所要時間
はパート A が 24.7±5.9 秒、パート B が 50.3±11.8 秒であると報告されている 163)。本研
究結果と所要時間を比較すると、パート A、B ともに非常に長くかかっていた。 
三宅式記銘力検査は記銘力を計測する検査である。健常者 18 名を対象とした先行研究
では、平均正答数は有関係対語試験では 7.7±1.6 個、9.1±1.1 個、9.4±0.3 個、無関係対
語試験では 2.9±1.8 個、6.2±2.1 個、7.9±2.5 個であると報告されている 164)。本研究結
果と平均正答数を比較すると、やや低い正答数であった。 
 
本研究では、認知機能として Stroop Test、Trail Making Test、三宅式記銘力検査を実
施したが、Stroop Test のみにおいて有意な改善を認めた。先行研究より Stroop Test は選
択的注意、反応抑制を評価し、前頭葉の高次脳機能を強く反映している 165,166)と言われて
おり、Dorsolateral prefrontal cortex の脳機能分野との関与が示唆されている 167,168)。そ
して、短期的な中強度の運動により Stroop Test の結果が改善したという報告 148)もある。
本研究の対象となった施設は農業を営んでいる施設であり、本研究では農業という継続的
な中強度の適度な運動負荷が加えられたと考えられた。すなわち、今回の Stroop Test の
改善は、日本型ソーシャルファームにおいての農業活動を通じた中強度の運動による
Dorsolateral prefrontal cortex の脳機能改善の可能性を示唆することが考えられた。さら
に、この Dorsolateral prefrontal cortex の脳機能改善は、うつ病治療における最先端のひ
とつである TMS(Transcranial Magnetic Stimulation)のターゲットにもなっており 169)、
今回の日本型ソーシャルファーム利用者の復職準備性の改善の可能性を支持するものと考
えられた。また、大学生を対象とした先行研究では、その平均所要時間はステップ 3 で
108.5±10.5 秒であると報告されており 162)、本研究結果とその所要時間を比較するとほと
んど変わらなかった結果であった。Stroop Test のステップ 3 は特に慣れ親しんだ刺激に
対する反応抑制を表しているとされ、「思考の柔軟さ」を評価していると言われている
170)。本結果から、反応抑制や思考の柔軟さが一定程度改善したものと考えられた。本研究
対象者の認知機能の一部について、大学生と同様程度に改善が認められていることが示唆
され、復職準備性の一部について一定の改善を示唆されたものと考えられた。 
一方 Trail Making Test は視覚探索、ワーキングメモリ、反応の切り替え、処理速度等の
能力が求められる課題である 171)。リワークに参加した大うつ病性障害を対象とした先行研
究では、Trail Making Test のリワーク参加終了後の平均所要時間は Part A が 37.2 秒、
Part B が 67.7 秒であった 100)。Part B において特に差があると考えられ、ワーキングメモ
リや処理速度などについてリワーク終了後と比較しソーシャルファーム利用で十分な程度
まで改善したとは考えられなかった。下里らによる統合失調症患者を対象とした研究では、
Trail Making Test が改善した理由として、素早く反応するトレーニングを行ったことであ
るとしている 172)。農業はマイペースで行える作業が多く、反応速度を高めるトレーニング
を行う機会は少ないため、Trail Making Test はリワーク終了後と同程度まで改善しなかっ
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たと考えられた。今後はこの処理速度等をより高めることが必要であるか、検討を要すると
考えられた。 
三宅式記銘力検査は記銘力の中でも即時記憶 173)あるいは近似記憶 174)を測定する検査で
ある。リワークに参加した大うつ病性障害を対象とした先行研究では、三宅式記銘力検査の
リワーク参加終了後の平均所要時間は有関係対語 3 回目が 9.9±0.3、無関係対語 3 回目が
8.1±2.7 であった 100)。本結果と比較すると一定の差があると考えられ、即時記憶や近似記
憶などについてリワーク終了後と比較しソーシャルファーム利用で同程度まで改善したと
は考えられなかった。しかしリワークでも即時記憶の能力を改善しなかったことが指摘さ
れており 100)、本研究でも先行研究同様に改善は困難であったと考えられた。 
上記から日本型ソーシャルファームの利用により、すべての認知機能について効果があ
るわけではないが、一部の認知機能については一定の改善が示唆された。 
 
 本研究では、農業分野における日本型ソーシャルファーム利用者の復職準備性の変化に
ついてはじめて明らかにしたものである。利用者は日々の労働を通じて、認知機能の一
部、ストレス対処力を向上させ、復職準備性が一定程度高まる可能性があると考えられ
た。本結果から、事業場外資源としての日本型ソーシャルファームの有効性が示唆され
た。日本型ソーシャルファームを活用することにより、医療機関外でリハビリを行うこと
が可能となり、より多くの休業者がスムースに職場に戻ることができる可能性があると考
えられた。ただし、今後は休職者を対象として、日本型ソーシャルファームにおける労働
が復職準備性を向上させるかについて、更なる調査を行う必要があると考えられた。 
 
 
Ⅳ．結論 
 農業分野における日本型ソーシャルファーム利用者の抑うつ度、ストレス対処力、認知機
能の変化を明らかにした。特に一部の認知機能の改善に効果がある可能性が示唆された。 
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第Ⅴ章 本研究のまとめ 
 
A. 事業場外資源に対する事業場の姿勢 
 心の健康問題による休業者の復職支援対策の中では、事業場外資源の有効性について言
及されることが多く、特にリワークの有効性が期待されている。しかし、小規模の事業場を
中心として、休業者は復職にあたり復職支援担当者からリワークプログラムを知る機会す
らなく、利用できていない問題があると考えられている。 
 そこで第Ⅱ章では、リワークの認知度および利用の指導の有無について事業規模別に評
価した。その結果、大規模な事業場では認知度も高く、指導する機会も多くある一方で、小
規模な事業場では認知度も、指導する機会も低い結果が得られた。 
また、近年、事業場外資源として、より事業場での勤務に近い形での復職準備ができる日
本型ソーシャルファームなど医療機関以外での復職準備が検討され始めている。このよう
な形での復職準備については小規模な事業場であるほど積極的であるが、大規模な事業場
ほど消極的である結果が得られた。 
 今後、日本型ソーシャルファームにおける復職準備は、特に小規模事業場の休業者を対象
としてすすめていくことが有用である可能性が示唆された。 
 
 
B. 日本型ソーシャルファームの可能性 
 本研究の Primary Outcome を、日本型ソーシャルファーム利用者について、第Ⅲ章では
心理的な変化について質的に、第Ⅳ章では復職準備性について量的に縦断的に評価した。 
第Ⅲ章の質的研究では、日本型ソーシャルファーム利用者の心理的な変化をグラウンデ
ッド・セオリー・アプローチ Strauss＆Corbin 版により分析した。その結果、19 のカテゴ
リーが生成され、3 つのカテゴリーグループ “前職を退職するまでの心理的変化”“現職場
における心理的変化”“現職場に来てから次の職場へと移行するための心理的変化”が生成
された。特に“現職場に来てから次の職場へと移行するための心理的変化”では、自分の現
在の課題を抽出し、それを克服することで、次の仕事への課題を模索し、次の職場へと移行
するための心理的な変化を引き起こすことが確認された。 
第Ⅳ章では、日本型ソーシャルファーム利用者の復職準備性について縦断的に調査を行
った。復職準備性として抑うつ度(CES-D)、ストレス対処力(SOC)、認知機能(Stroop Test, 
Trail Making Test, 三宅式記銘力検査)を縦断的に調査した。その結果、特に認知機能検査
の Stroop Test において有意な改善を認める、といった結果が得られ、日本型ソーシャルフ
ァームの利用が復職準備性の改善に寄与することを示唆する結果が得られた。 
 日本型ソーシャルファームを利用することで、復職準備性を高めることが可能であり、日
本型ソーシャルファームから次の職場へと移行する心理的な準備も行うことが可能であり、
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リワークにかわる事業場外資源としての可能性を有することが示唆された。 
 
 
C．日本型ソーシャルファームの今後の展望 
 これまで医療機関を中心とした復職支援対策が充実してきている。特にリワークに関す
る研究報告は多く、その有効性を強く示唆している。しかし、その一方でリワークに適さな
い休業者がいることもあわせて指摘されてきている。本研究では、対象者を絞ることなく、
日本型ソーシャルファームにおいて復職支援、復職準備ができないか検討をした。その結果、
利用者の復職準備性の向上が示唆され、次の仕事への心理的な変化が起こることも確認さ
れた。今後は本研究の結果をもとに、日本型ソーシャルファーム利用によって、休業者が復
職できるか、復職後の勤務継続率は高いか、といった休業者に関する研究を行う必要がある
と考えられる。そのためには、日本型ソーシャルファームの知名度を高め、復職支援担当者
にその有用性を理解してもらう必要があるだろう。 
 各事業場の復職支援担当者の意識としては、大規模事業場よりも小規模事業場の方が新
しい取り組みに対して前向きであることが本研究より示唆されていることもあり、まずは
小規模事業場の休業者を対象として、日本型ソーシャルファームを利用してもらい、評価す
ることが求められている。 
 今後、日本に“既に存在する”日本型ソーシャルファームという、高いポテンシャルをも
った市場において、復職支援が行われ、すべての事業場、すべての休業者にとって有用な効
果が得られることを期待する。 
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第Ⅵ章 本研究の限界と課題 
 
A) 第Ⅱ章 
本研究は茨城県内の事業場のみを対象としている。そのため今後は、都市部も含めて調査
対象を増やす必要があると考えられた。 
茨城県内の事業場数は 122,835 であり、本研究の調査対象は 698、回収数は 244、回収率
は 35.0%であった。母集団比率を 0.5、最大誤差を 0.10、信頼率を 0.99 とした場合、必要
な標本の大きさは 166 であった。本調査では十分な標本の大きさを得られたものと考えら
れるが、標本抽出に際しては過去に茨城産業保健推進センターの利用歴のある事業場を標
本としており、安全衛生活動に意識が高い集団が集まっている可能性があること、また本調
査に回答していない事業場が一定数存在することなどから、抽出バイアスが存在すること
が考えられ、今後はさらに対象を増やす必要があると考えられた。また、茨城県の従業者規
模別事業者数をみると 49 人以下の事業場が 96.8%を占め、300 人以上の事業場が 0.2%と
大部分が小規模事業場で占められている一方で、本調査では、49 人以下の事業場が 22.5%、
300 人以上の事業場が 22.5%であり、抽出バイアスが存在するものと考えられた。また産業
大分類別事業場数では最多が卸売業・小売業で 26.0%、以下建設業 13.3%、宿泊業・飲食サ
ービス業 11.4%と続いている。そのため、本調査対象は茨城県の事業場と比べて、従業員数
300 人以上の事業場および製造業の事業場が多い集団であると考えられ、一般化には注意を
要する。 
また本研究対象集団は過去に茨城産業保健推進センターの利用歴のある事業場であるた
め、安全衛生活動に意識が高い集団が集まっている可能性が考えられ、一般化には注意を要
する。 
 
B) 第Ⅲ章 
 本研究は農業を営む単一事業場の利用者のみ対象としたものであり、理論的サンプリン
グが行えていない。理論的飽和に至っているとはいえず、結果の解釈には注意を要する。今
後は業種を農業に限らずまた複数の事業場を対象として調査を行う必要があると考えられ
た。また、理論的飽和に至るために今後調査対象を拡大して更なる検討を行う必要があると
考えられた。 
 
C) 第Ⅳ章 
 本研究は精神障害者に対する農業を営む日本型ソーシャルファームの効果を検討したも
のであるが、単一事業場のみを対象としたものであり、結果の一般化には注意を要する。今
後は業種を農業に限らずまた複数の事業場を対象として調査を行う必要があると考えられ
た。 
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また、調査対象者数が少ないこと、疾患が休職理由として最も多いうつ病患者ではなく、
知的障害や統合失調症患者を対象としていること、既に利用を開始している利用者を対象
としていること、調査間隔にばらつきがあることから、結果の一般化には注意を要する。今
後は、調査対象をうつ病患者まで拡大して更なる検討を行う必要がある。 
 本研究は、前後比較研究であり、コントロール群との比較ができていない。今後はコント
ロール群を設定し比較解析する必要があると考えられた。 
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第Ⅶ章 提言 
 
本研究では、日本型ソーシャルファームにおける復職支援に着目し、研究を行った。 
日本型ソーシャルファームにおける復職支援がどのような事業場で求められているか調
査を行ったところ、特に小規模事業場においてこのような事業場外資源が求められている
ことが示唆された。これは小規模事業場では復職支援担当者が活用できる事業場内資源に
乏しいためであると考えられた。休職者が復職するにあたり、復職支援担当者が果たす役割
は非常に大きいことが知られており、円滑な復職支援が行われるためには、今後は特に小規
模事業場を対象とした事業場外資源の充実をはかることが求められているといえる。加え
て復職支援に関する知識の乏しい復職支援担当者を対象とした支援が求められていると考
えられ、このような復職支援担当者に対する支援や事業場外資源の充実を進めていく必要
がある。そのためには、特に産業保健相談の総合窓口である産業保健総合支援センターなど
と連携して、活動を進めていくことが重要である。あわせて、復職支援のあり方についての
知識の啓発も、特に労働者を対象として行っていくことが必要である。 
そして本研究では、事業場外資源としての日本型ソーシャルファームの有用性の一部に
ついて明らかにした。今後はいまだ明らかではない休職者、特にうつ病患者、を対象とした
日本型ソーシャルファームにおける復職支援活動の有用性についての評価を行うことが必
要である。また、事業場外資源としての日本型ソーシャルファームを推進するためには、い
まだ普及が十分ではない日本型ソーシャルファームの普及および認知度の向上が必要であ
る。そのためには、まず就労継続支援施設等に対して日本型ソーシャルファームや復職支援
対策などの知識啓発を進めていく必要がある。これには、既に活動を行っているソーシャル
ファームジャパンなどと連携をすることが求められている。 
本研究で言及した様々な資源を活用した効果的な復職支援を達成するためには、このよ
うに各方面と連携をとりながら活動を進めていく必要があると考えられる。今後は全く新
しい形での復職支援を達成するために活動を行っていきたい。 
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表Ⅱ－1 基本属性（N=244）
N ％
性別
　男性 179 73.4
　女性 57 23.4
　無回答 8 3.3
年齢
　20代 6 2.5
　30代 48 19.7
　40代 79 32.4
　50代 87 35.7
　60代以上 22 9.0
　無回答 2 0.8
職種
　事務職 207 84.8
　医療職 17 7.0
　技術職 4 1.6
　教育・研究職 3 1.2
　その他 13 5.3
役職（複数回答可）
　役員・事業主 23 9.4
　管理職 131 53.7
　非管理職 59 24.2
　産業保健スタッフ 21 8.6
　衛生管理者 55 22.5
　その他 10 4.1
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表Ⅲ－1　インタビューガイド
経過 仕事を休み始めた時の状況を覚えている範囲で教えてください
仕事を休むように言われた時の気持ちを教えてください
その後、現在までの経過を教えてください
活動 現在、日常生活で困ることはどのようなことですか
どのような対策を行っていますか
この対策についてどのように感じますか
関心 一日をどのように過ごしていますか
どのようなことを考えている時間が多いですか
一番つらいことはどのようなことですか
そのつらいことに対して、どのように対策をしていますか
現在克服したい課題について教えて下さい
自己像 現在の自分についてどう思いますか
状況 以前の職場ではどのような役割を持っていましたか
現在は職場や仕事に対してどのように考えていますか
関係 一番頼りにしているのはどなたですか
その方からどのように支えらえれていますか
支えられることに対してどのように思いますか
病名 病名を教えてください
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表Ⅲ－2　基本属性
年齢 性別 疾患
20代 男性 知的障害
30代 男性 統合失調症
30代 男性 統合失調症
30代 男性 統合失調症
40代 男性 統合失調症
40代 男性 統合失調症
40代 男性 統合失調症
40代 男性 知的障害
40代 女性 知的障害
50代 男性 統合失調症
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表Ⅲ－3　カテゴリーグループとカテゴリー
カテゴリーグループ パラダイム カテゴリー
【前職あり】
【前職での困難】
【就労継続困難】
【治療】
【職場を離れることへの安心】
【職場を離れることへの不安】
【退職】
【職場での課題】
【職場の問題解決】
行為・相互行為 【得られる支援】
【支援を得た時の肯定的な心理】
【支援を得た時の否定的な心理】
【前職なし】
【ソーシャルファームに紹介】
【職場が変わったことによる
 心理的生活的変化】
【ソーシャルファームでの労働】
【外見上の変化】
【肯定的な心理的変化】
【否定的な心理的変化】
【次の仕事への課題】
帰結
帰結
状況
Ⅱ．
“現職場における心理的変化”
Ⅲ．
“現職場に来てから次の職場へと
 移行するための心理的変化”
行為・相互行為
Ⅰ．
“前職を退職するまでの心理的変化”
状況
行為・相互行為
帰結
状況
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状況 【前職での困難】
安い給与、午後に多い仕事、上下関係、不適切な男女比、少ない責任、
仲間が得られない、低い信頼感、適切な回答が得られない
行為・相互行為 【就労継続困難】
人間関係による就労継続の困難、病状による就労継続の困難
行為・相互行為 【治療】
病院受診、治療への不満、治療への満足
帰結 【職場を離れることへの安心】
就労継続への不安、休暇に納得
帰結 【退職】
病気由来ではない退職、病気由来の退職
帰結 【職場を離れることへの不安】
生活への不安、休暇取得への不安、
表出困難
状況 【前職あり】
図Ⅲ－1 Ⅰ．“前職を退職するまでの心理的変化”のカテゴリー関連図
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状況 【職場での課題】
仕事の質に対する自問、仕事を覚える
周囲に注意を向ける、長時間働く
人間関係を学ぶ、物事を前向きにとらえる
リーダーシップや積極性を持つ
休まず職場に来る
行為・相互行為 【得られる支援】
支えてくれる人、仕事をするモチベーション、仕事を手伝ってもらう
日常生活での支援、職場で迅速な回答を得て信頼感を得る
帰結 【支援を得た時の肯定的な心理】
上司への信頼感、安心感、助かる気持ち
幸せな気持ち、嬉しい気持ち、やりがいを感じる
帰結 【支援を得た時の否定的な心理】
傲慢になる、申し訳ない
状況 【ソーシャル
ファームでの労働】
状況 【職場の問題の解決】
休む、労働時間を漸増する
質問する、生活リズムを変える
図Ⅲ－2 Ⅱ．“現職場における心理的変化”のカテゴリー関連図
80 
 
 
状況 【職場が変わったことによる心理的生活的変化】
初めての仕事に対する心配、朝が早い
趣味の時間が減る、暑さ
行為・相互行為 【ソーシャルファームでの労働】
屋外での良好な労働体験、屋外での不良な労働体験
ソーシャルファームでの良好な体験、ソーシャルファームでの不良な体験
帰結 【外見上の変化】
外見上の変化
帰結 【肯定的な心理的変化】
症状が安定、困っていることを気にしなくなった
落ち込まなくなった、性格が前向きになった
自分自身をコントロールできるようになった
性格が明るくなった、心配の消失
帰結 【次の仕事への課題】
以前の仕事に戻る、次の仕事を検討する、一般就労へ
帰結 【否定的な心理的変化】
無理をすると悪化する、仕事に向いて
いるか不安、事務職が良い
状況 【ソーシャルファームに紹介】
図Ⅲ－3 Ⅲ．“現職場に来てから次の職場へと移行するための心理的変化”のカテゴリー関連図
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表Ⅳ－1　対象者(n=9)の調査開始時(T1)と追跡調査時(T2)における認知機能検査の結果
(average ± S.D.) (average ± S.D.)
CES-D 13.6 ± 8.7 16.3 ± 9.2 0.207
SOC 49.8 ± 9.7 55.0 ± 8.7 0.219
Stroop Test step1 54.2 ± 12.6 52.6 ± 15.8 0.547
(秒) step2 74.0 ± 14.6 69.2 ± 13.7 0.014
step3 114.2 ± 36.3 106.1 ± 33.2 0.005
Trail Making Test PartA 39.6 ± 14.3 36.3 ± 16.8 0.187
(秒) PartB 89.2 ± 40.7 90.7 ± 58.7 0.847
三宅式記銘力検査 1回目 6.6 ± 3.0 6.6 ± 3.1 0.724
有関係対語試験 2回目 9.0 ± 1.1 8.7 ± 2.1 0.548
(個) 3回目 9.3 ± 1.0 9.1 ± 1.7 0.654
三宅式記銘力検査 1回目 2.1 ± 1.8 3.4 ± 2.8 0.335
無関係対語試験 2回目 4.4 ± 2.6 5.4 ± 3.4 0.536
(個) 3回目 6.2 ± 2.3 6.9 ± 3.1 0.852
Paired t-test
CES-D, the Center for Epidemiologic Studies Depression Scale;
SOC, sense of coherence.
T1 T2
p値
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質問表 
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心の健康問題で休職した労働者の復職支援に関する実態調査 
～アンケート用紙～ 
 
 このアンケート調査は心の健康問題で休職した労働者の復職を実務面で支援している方が対象と
なります。そのため、「事業場として」ではなく、「復職支援の担当者の実感として」回答して下さ
い。本アンケートの結果を元に、復職支援活動が円滑に行われるためのノウハウを提供することを
目的としております。 
 
※担当されている方が複数いらっしゃる場合には、主に支援されている担当者の方に御回答頂けれ
ば幸いです。 
 
 
 
Ⅰ あなたと、あなたが務めている事業場についてお伺いします。 
 
①．あなたが務めている事業場の事業規模はどれに該当しますか。（１つ選んで下さい） 
  １．１０人未満  ２．１０人以上５０人未満  ３．５０人以上１００人未満 
  ４．１００人以上３００人未満  ５．３００人以上１０００人未満  ６．１０００人以上 
 
②．あなたが務めている事業場の業種はどれに該当しますか。（１つ選んで下さい） 
  １．建設業 ２．製造業 ３．情報通信業 ４．運輸業 ５．卸売・小売業 ６．金融・保険業 
７．不動産業 ８．飲食・宿泊業  ９．医療・福祉 １０．教育・学校支援業 
  １１．サービス業 １２．その他（         ） 
 
 
＊１ リワークプログラム：心の健康問題で休職している方を対象とした復職のためのリハビリテーション
プログラムを医療機関等で行うものです。認知療法や軽作業を集団でおこなうことで、
職場復帰をスムーズにし、再休職を予防することを目的として行われています。 
 
＊２ 職場復帰支援プログラム：心の健康問題による休職者の職場復帰の際に、事業場において復帰部署や従
事内容などを勘案し、半日勤務などのリハビリ勤務・軽勤務等を経て、計画的・段階
的に職場復帰を果たしていくものです。 
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③．リワークプログラムをご存知ですか。（１つ選んで下さい） 
  １．よく知っている  ２．名前は知っているが詳しくは知らない  ３．知らない 
 
④．復職の際、リワークプログラムを利用するように指導することはありますか。（１つ選んで下 
さい） 
   また、１を選んだ方は⑦へ、２を選んだ方は⑤へ進んで下さい。 
  １．指導することがある 
  ２．指導したいと考えているが実現していない   
  ３．指導していない   
 
  （上記質問で２と答えた方） 
   ⑤実現していない理由で当てはまるものを選んで下さい。（複数回答可） 
１．利用しないよう指導されている   ２．効果があるか不明 
３．早く復職してもらわないと経営的に厳しい  ４．本人が拒否する 
５．リワークプログラムを実施している医療機関等が近くにない 
６．その他（                    ） 
 
   ⑥実際にどのような方を対象に指導したいとお考えでしょうか。（複数回答可） 
     １．全例  ２．長期の休職者  ３．複数回の休職歴がある休職者 
４．本人が希望した場合  ５．その他（           ） 
 
  （上記質問で１と答えた方へ） 
   ⑦実際にどのような方を対象に指導をされていますか。（複数回答可） 
     １．全例  ２．長期の休職者  ３．複数回の休職歴がある休職者 
４．本人が希望した場合  ５．その他（           ） 
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 自社内あるいは医療機関等におけるトレーニングプログラムについて伺って参りましたが、社外・医
療機関外（NPO やソーシャルファーム＊１など）におけるトレーニングプログラムの是非について伺いま
す。 
 
＊１ ソーシャルファームとは、障害者等が地域に根ざして就労することを目的に設立された企業です。 
心の健康問題による休職者が NPO やソーシャルファームで一時的に「企業活動に非常に近い活動」を行うことに
よって職場と似た環境でリハビリテーションを行い、復職支援へとつなげる可能性があります。この場合、病院で
行うプログラムではないため利用者の費用負担はなく、金銭的な報酬が得られる、などといったメリットがある可
能性があります。 
 
⑧NPO やソーシャルファームを「復職支援の場」として利用しても良いとお考えでしょうか（１つ 
選んで下さい） 
  １．是非利用してみたい  ２．周囲の事業場が始めたら利用してみたい 
  ３．事業主から勧められれば利用してみたい 
  ４．利用してみたいが、社外で就労に近い活動をすることは就業規則上難しい 
  ５．利用してみたいが、金銭の授受がある場合は就業規則上難しい 
  ６．利用は検討できない 
  ７．わからない 
 
 
 
⑨あなたの職種について教えてください。（１つ選んで下さい） 
  １．事務職  ２．技術職  ３．教育・研究職  ４．医療職  ５．その他（      ） 
⑩あなたの役職について教えてください。（複数回答可） 
１．役員・事業主   ２．管理職  ３．非管理職  ４．産業保健スタッフ 
５．衛生管理者    ６．その他（                 ） 
⑪あなたの性別と年齢をお聞かせ下さい 
＜性別＞ １．男性  ２．女性 
＜年齢＞ １．１０代 ２．２０代 ３．３０代 ４．４０代 ５．５０代 ６．６０代以上 
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梅の杜 
 
 
 
プロファイルシート 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
このプロファイルシートは現在のあなたの抑うつ度、ストレス対処能力、 
人間関係について知るためのものです。 
あまり深く考えずに、直感的にお答えください。 
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ＦＳ（FACE SHEET） 
 
 あなた自身のことについて（１）～（10）までお聞きします。 
 
 
（1）勤 務 先 名   
 
 
（2）性 別 １．男 性    ２．女 性 （3）年 齢   歳（数字記入） 
 
（4）職業（○印はひとつ） 
１．会社員 
４．専門職 
２．公務員 
５．その他 （        ） 
３．自営業 
   
 
（5）職種（○印はひとつ） 
１．建設業 
４．情報通信業 
７．不動産業 
２．製造業 
５．小売業 
８．その他 （        ） 
３．電気・ガス業 
６．金融・保険業 
   
 
（6）現在の休業期間はどれくらいですか。 約   ヶ月 
 
（7）今回以外に長期休業したことはありますか。 １．あ る       ２．な い  
（長期休業とは３０日以上の休業） ↓       ↓ 
（8）（7）で「ある」場合、何回ですか。    回      ↓ 
（今回を含まない回数）   ↓ ↓ 
 
（9）現在、配偶者はいますか。（○印はひとつ） 
１．い る      ２．いない 
 
（10）子どもさんはいますか。（○印はひとつ） 
１．い る      ２．いない 
  ↓ 
（10）－1（「いる」と答えた方のみ）お子さんは何人ですか。  人 
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CES-D（Center for Epidemiologic Studies） 
 
この一週間について、最も当てはまるものをお答えください。 
 
1 普段は何でもないことがわずらわしい。 
1 日未満          1-2 日程度          3-4 日程度          5-7 日程度 
1 -------------- 2 -------------- 3 -------------- 4 
 
2 食べたくない。食欲が落ちた。 
1 日未満          1-2 日程度          3-4 日程度          5-7 日程度 
1 -------------- 2 -------------- 3 -------------- 4 
 
3 家族や友達から励ましてもらっても、気分が晴れない。 
1 日未満          1-2 日程度          3-4 日程度          5-7 日程度 
1 -------------- 2 -------------- 3 -------------- 4 
 
4 他の人と同じ程度には、能力があると思う。 
1 日未満          1-2 日程度          3-4 日程度          5-7 日程度 
1 -------------- 2 -------------- 3 -------------- 4 
 
5 物事に集中できない。 
1 日未満          1-2 日程度          3-4 日程度          5-7 日程度 
1 -------------- 2 -------------- 3 -------------- 4 
 
6 ゆううつだ。 
1 日未満          1-2 日程度          3-4 日程度          5-7 日程度 
1 -------------- 2 -------------- 3 -------------- 4 
 
7 何をするのも面倒だ。 
1 日未満          1-2 日程度          3-4 日程度          5-7 日程度 
1 -------------- 2 -------------- 3 -------------- 4 
 
８ これから先のことについて積極的に考えることができる。 
1 日未満          1-2 日程度          3-4 日程度          5-7 日程度 
1 -------------- 2 -------------- 3 -------------- 4 
 
９ 過去のことについてくよくよ考える。 
1 日未満          1-2 日程度          3-4 日程度          5-7 日程度 
1 -------------- 2 -------------- 3 -------------- 4 
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1０ 何か恐ろしい気持ちがする。 
1 日未満          1-2 日程度          3-4 日程度          5-7 日程度 
1 -------------- 2 -------------- 3 -------------- 4 
 
1１ なかなか眠れない。 
1 日未満          1-2 日程度          3-4 日程度          5-7 日程度 
1 -------------- 2 -------------- 3 -------------- 4 
 
1２ 生活について不満なく過ごせる。 
1 日未満          1-2 日程度          3-4 日程度          5-7 日程度 
1 -------------- 2 -------------- 3 -------------- 4 
 
1３ ふだんより口数が少ない。口が重い。 
1 日未満          1-2 日程度          3-4 日程度          5-7 日程度 
1 -------------- 2 -------------- 3 -------------- 4 
 
1４ ひとりぼっちで寂しい。 
1 日未満          1-2 日程度          3-4 日程度          5-7 日程度 
1 -------------- 2 -------------- 3 -------------- 4 
 
1５ 皆がよそよそしいと思う。 
1 日未満          1-2 日程度          3-4 日程度          5-7 日程度 
1 -------------- 2 -------------- 3 -------------- 4 
 
1６ 毎日が楽しい。 
1 日未満          1-2 日程度          3-4 日程度          5-7 日程度 
1 -------------- 2 -------------- 3 -------------- 4 
 
1７ 急に泣き出すことがある。 
1 日未満          1-2 日程度          3-4 日程度          5-7 日程度 
1 -------------- 2 -------------- 3 -------------- 4 
 
1８ 悲しいと感じる。 
1 日未満          1-2 日程度          3-4 日程度          5-7 日程度 
1 -------------- 2 -------------- 3 -------------- 4 
 
1９ 皆が自分を嫌っていると感じる。 
1 日未満          1-2 日程度          3-4 日程度          5-7 日程度 
1 -------------- 2 -------------- 3 -------------- 4 
 
２０ 仕事が手につかない。 
1 日未満          1-2 日程度          3-4 日程度          5-7 日程度 
1 -------------- 2 -------------- 3 -------------- 4 
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  SPS(Social Provision Scale） 
 
これから、あなたの人間関係についておたずねします。以下の各項目について、あなたの状
況に最も近いものを１つ選んで下さい。たとえば、ある項目について、「本当にその通り」
と感じるときは、「強くそう思う」の番号「4」に○をつけてください。もし、ある項目があ
なたの状況と明らかに異なる時には、「まったくそう思わない」の番号「1」に○をつけてく
ださい。 
 
1 私が本当に必要な時に助けてくれる人がいる。 
       まったくそう思わない       そう思わない          そう思う          まったくそう思う 
1 -------------- 2 -------------- 3 -------------- 4 
 
2 私には親しい関係の人がいない。 
       まったくそう思わない       そう思わない          そう思う          まったくそう思う  
1 -------------- 2 -------------- 3 -------------- 4 
 
3 私にはストレスを抱えたときに頼れる人がいない。 
       まったくそう思わない       そう思わない          そう思う          まったくそう思う 
1 -------------- 2 -------------- 3 -------------- 4 
 
4 私に助けを求めてくる人がいる。 
       まったくそう思わない       そう思わない          そう思う          まったくそう思う 
1 -------------- 2 -------------- 3 -------------- 4 
 
5 私がしている同じ社会活動が好きな人がいる。 
       まったくそう思わない       そう思わない          そう思う          まったくそう思う 
1 -------------- 2 -------------- 3 -------------- 4 
 
6 他の人は、わたしがすることが上手であると思わない。 
       まったくそう思わない       そう思わない          そう思う          まったくそう思う 
1 -------------- 2 -------------- 3 -------------- 4 
 
7 私は他の誰かの世話をすることに責任があると感じる。 
       まったくそう思わない       そう思わない          そう思う          まったくそう思う  
1 -------------- 2 -------------- 3 -------------- 4 
 
８ 私は自分と同じ考えをする人たちのグループにいる。 
       まったくそう思わない       そう思わない          そう思う          まったくそう思う  
1 -------------- 2 -------------- 3 -------------- 4 
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９ 私は、他の人々が私たちのすることを尊敬していると思わない。 
       まったくそう思わない       そう思わない          そう思う          まったくそう思う 
1 -------------- 2 -------------- 3 -------------- 4 
 
1０ 何か困ったことがあっても、誰も私を助けないだろう。 
       まったくそう思わない       そう思わない          そう思う          まったくそう思う 
1 -------------- 2 -------------- 3 -------------- 4 
 
1１ 私には、良い気持になれる親しい人間関係がある。 
       まったくそう思わない       そう思わない          そう思う          まったくそう思う  
1 -------------- 2 -------------- 3 -------------- 4 
 
1２ 私には、生活の中で決定することについて話す（相談）相手がいる。 
       まったくそう思わない       そう思わない          そう思う          まったくそう思う 
1 -------------- 2 -------------- 3 -------------- 4 
 
1３ 私の技能と能力を評価する人がいる。 
       まったくそう思わない       そう思わない          そう思う          まったくそう思う  
1 -------------- 2 -------------- 3 -------------- 4 
 
1４ 私と興味や関心が同じ人はいない。 
       まったくそう思わない       そう思わない          そう思う          まったくそう思う  
1 -------------- 2 -------------- 3 -------------- 4 
 
1５ 私の世話を必要とする人はいない。 
       まったくそう思わない       そう思わない          そう思う          まったくそう思う  
1 -------------- 2 -------------- 3 -------------- 4 
 
1６ 私には、困った時に、安心して頼れる人がいる。 
       まったくそう思わない       そう思わない          そう思う          まったくそう思う  
1 -------------- 2 -------------- 3 -------------- 4 
 
1７ 私は少なくとも一人以上の人と強い感情的つながりを感じる。 
       まったくそう思わない       そう思わない          そう思う          まったくそう思う  
1 -------------- 2 -------------- 3 -------------- 4 
 
1８ 私には本当に必要な時に頼りに出来る人がいない。 
       まったくそう思わない       そう思わない          そう思う          まったくそう思う 
1 -------------- 2 -------------- 3 -------------- 4 
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1９ 私には困っていることを安心して話せる人がいない。 
       まったくそう思わない       そう思わない          そう思う          まったくそう思う 
1 -------------- 2 -------------- 3 -------------- 4 
 
２０ 私の才能と能力を賞賛してくれる人がいる。 
       まったくそう思わない       そう思わない          そう思う          まったくそう思う  
1 -------------- 2 -------------- 3 -------------- 4 
 
２１ 私は誰に対しても親しいという感情を持たない。 
       まったくそう思わない       そう思わない          そう思う          まったくそう思う  
1 -------------- 2 -------------- 3 -------------- 4 
 
２２ 私のすることが好きな人は誰もいない。 
       まったくそう思わない       そう思わない          そう思う          まったくそう思う 
1 -------------- 2 -------------- 3 -------------- 4 
 
２３ 私には緊急時に頼りに出来る人がいる。 
       まったくそう思わない       そう思わない          そう思う          まったくそう思う 
1 -------------- 2 -------------- 3 -------------- 4 
 
２４ 私の世話を必要としている人はいない。 
       まったくそう思わない       そう思わない          そう思う          まったくそう思う  
1 -------------- 2 -------------- 3 -------------- 4 
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ＳＯＣ（Sense Of Coherence） 
 
以下の人生についての質問１から 13 までのうち、あなたの感じ方を最もよく表していると
思う段階の番号に、一つだけ○印をつけて下さい。 
 
1 あなたは、自分のまわりで起こっていることがどうでもいいという気持ちになることが 
ありますか？ 
全くない      とても良くある 
1 -------- 2 -------- 3 -------- 4 -------- 5 -------- 6 -------- 7 
 
2 あなたはこれまでに、よく知っていると思っていた人の、思わぬ行動に驚かされたことが 
ありますか？ 
全くなかった                                                                             とても良くある 
1 -------- 2 -------- 3 -------- 4 -------- 5 -------- 6 -------- 7 
 
3 あなたは、あてにしていた人にがっかりさせられたことがありますか？ 
全くなかった                                                                             とても良くある 
1 -------- 2 -------- 3 -------- 4 -------- 5 -------- 6 -------- 7 
 
4 今まで、あなたの人生は、 
明確な目標や目的は とても明確な目標 
全くなかった や目的があった 
1 -------- 2 -------- 3 -------- 4 -------- 5 -------- 6 -------- 7 
 
5 あなたは、不当な扱いを受けているという気持ちになることがありますか？  
とても良くある                                                                                    全くない 
1 -------- 2 -------- 3 -------- 4 -------- 5 -------- 6 -------- 7 
 
6 あなたは、不慣れな状況の中にいると感じ、どうすればよいのかわからないと感じることが 
ありますか？ 
とても良くある 全くなかった 
1 -------- 2 -------- 3 -------- 4 -------- 5 -------- 6 -------- 7 
 
7 あなたが毎日していることは、 
喜びと満足を つらく 
与えてくれる 退屈である 
1 -------- 2 -------- 3 -------- 4 -------- 5 -------- 6 -------- 7 
 
8 あなたは、気持ちや考えが非常に混乱することがありますか？ 
とても良くある 全くない 
1 -------- 2 -------- 3 -------- 4 -------- 5 -------- 6 -------- 7 
 
9 あなたは、本当なら感じたくないような感情をいだいてしまうことがありますか？ 
とても良くある 全くない 
1 -------- 2 -------- 3 -------- 4 -------- 5 -------- 6 -------- 7 
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10 どんなに強い人でさえ、ときには「自分はダメな人間だ」と感じることがあるものです。 
あなたは、これまで「自分はダメな人間だ」と感じたことがありますか？ 
全くなかった よくあった 
1 -------- 2 -------- 3 -------- 4 -------- 5 -------- 6 -------- 7 
 
11 何かが起きたとき、ふつう、あなたは、 
そのことを過大評価 適切な見方を 
したり、過小評価した してきた 
りしてきた 
1 -------- 2 -------- 3 -------- 4 -------- 5 -------- 6 -------- 7 
 
12 あなたは、日々の生活で行っていることにほとんど意味がない、と感じることがありますか？ 
とても良くある 全くない 
1 -------- 2 -------- 3 -------- 4 -------- 5 -------- 6 -------- 7 
 
13 あなたは、自制心を保つ自信がなくなることがありますか？ 
とても良くある 全くない 
1 -------- 2 -------- 3 -------- 4 -------- 5 -------- 6 -------- 7 
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LOT（Life Orientation Test）  
 
以下に、いろいろな行動や考え方を表した文章があります。 
あなたの普段の生活や活動から考えて、それぞれの文章がどの程度あなたにあてはまるかを
答えて下さい。あてはまると思う数字に○をつけてください。正しい答えとか、良くない答
えというのはありません。あなた自身について正直に答えて下さい。あまり深く考えずに、
思いついたままを記入して下さい。 
 
1 結果がどうなるかはっきりしない時は、いつも一番良い面を考える。 
全あてはまらない    ややあてはまらない    どちらともいえない     ややあてはまる      非常にあてはまる 
1 ------------- 2 ------------- 3 ------------- 4 ------------- 5 
 
2 たやすくリラックスできる。 
全あてはまらない    ややあてはまらない    どちらともいえない     ややあてはまる      非常にあてはまる 
1 ------------- 2 ------------- 3 ------------- 4 ------------- 5 
 
3 なにか自分にとってまずいことになりそうだと思うと、たいていそうなってしまう。 
全あてはまらない    ややあてはまらない    どちらともいえない     ややあてはまる      非常にあてはまる 
1 ------------- 2 ------------- 3 ------------- 4 ------------- 5 
 
4 いつもものごとの明るい面を考える。 
全あてはまらない    ややあてはまらない    どちらともいえない     ややあてはまる      非常にあてはまる 
1 ------------- 2 ------------- 3 ------------- 4 ------------- 5 
 
5 自分の将来に対しては非常に楽観的である。 
全あてはまらない    ややあてはまらない    どちらともいえない     ややあてはまる      非常にあてはまる 
1 ------------- 2 ------------- 3 ------------- 4 ------------- 5 
 
6 自分は多くの友人に恵まれている。 
全あてはまらない    ややあてはまらない    どちらともいえない     ややあてはまる      非常にあてはまる 
1 ------------- 2 ------------- 3 ------------- 4 ------------- 5 
 
7 忙しくていることは私にとって重要である。 
全あてはまらない    ややあてはまらない    どちらともいえない     ややあてはまる      非常にあてはまる 
1 ------------- 2 ------------- 3 ------------- 4 ------------- 5 
 
8 自分に都合よくことが運ぶだろうなどと期待はしない。 
全あてはまらない    ややあてはまらない    どちらともいえない     ややあてはまる      非常にあてはまる 
1 ------------- 2 ------------- 3 ------------- 4 ------------- 5 
 
 
 
 
 
 
96 
 
9 ものごとが自分の思い通りに運んだためしがない。  
全あてはまらない    ややあてはまらない    どちらともいえない     ややあてはまる      非常にあてはまる 
1 ------------- 2 ------------- 3 ------------- 4 ------------- 5 
 
10 簡単には動揺しない。 
全あてはまらない    ややあてはまらない    どちらともいえない     ややあてはまる      非常にあてはまる 
1 ------------- 2 ------------- 3 ------------- 4 ------------- 5 
 
11 「憂いの影には喜びがある」ということを信じている。  
全あてはまらない    ややあてはまらない    どちらともいえない     ややあてはまる      非常にあてはまる 
1 ------------- 2 ------------- 3 ------------- 4 ------------- 5 
 
12 自分の身に思いがけない幸運が訪れるのをあてにすることはめったにない。 
全あてはまらない    ややあてはまらない    どちらともいえない     ややあてはまる      非常にあてはまる 
1 ------------- 2 ------------- 3 ------------- 4 ------------- 5 
 
 
 
 
 
